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全体概要 
1. 背景と目的 
近年、地球温暖化に伴う環境やエネルギー問題の重要性が世界の国々で強く認識され、優
れた省エネルギー技術を有する日本に対する期待が高まっている。また、資源の枯渇問題、
国際情勢の変化などから、エネルギー分野に求められる専門性は、環境分野はもちろんのこ
と、ライフサイエンス、情報、材料など広範な自然科学系の研究分野に加え、社会・経済シ
ステム、政策・法制度等の人文社会系分野など、より広範化・多様化している。このように
エネルギー分野の枠組みが変化している中で、地球規模の問題解決に対応できる専門家不足
が懸念されている。他方、団塊世代の退職に伴う技術継承や少子化に伴う労働力不足など、
他分野とも共通した社会現象もエネルギー分野の問題として挙げられている。エネルギー分
野の人材問題に関するこれまでの議論は、このようなエネルギー分野特有の課題と一般社会
問題が混在していたため、解決に向けた体系的な取り組みが進展していなかった。 
このような状況に鑑み、本調査では、以下3点について明らかにすることを目的として、座
談会と電子会議(定性的調査)、アンケート(定量的調査)、ワークショップ(コンセンサス)を
実施した。 
(1)俯瞰的かつ構造的に人材問題を理解する。 
(2)人材育成策の充足度を評価する。 
(3)今後必要な人材育成策の方向性を見い出す。 
なお、エネルギー分野の多種多様な学術・産業の領域を整理して調査するために、「エネル
ギーの利用段階」、「社会への普及段階」という２軸でエネルギー分野を定義・分類し、領域
毎に仕事の特性と対応付けた問題の所在を把握した。 
 
2. 調査結果 
将来ビジョン共有に関する問題 
 従来からエネルギー分野では中長期目標やロードマップなどを個別技術毎に策定しており、
さらに最近では、低炭素社会実現に向けた学際的な検討もスタートしている。温暖化ガス排
出量を半減するという目標を実現するための具体的な目標値や方策について模索を始めたと
ころである。しかしながら、低炭素社会への転換に向けた国民の合意形成のために、産学官
民から多くの利害関係者を交えた活発な議論が随所で実施される、という段階には至ってい
ない。かつては将来の長期ビジョン（国としての方向性や目標値、指針など）に関して社会
的な合意形成が不十分であったため、特に次世代のコア技術構築に長期間を要する研究開発
現場で、計画的な人材育成策の実施が困難となっていることが本調査で分かった。 
 
キャリアパスに関する問題 
 エネルギー関連人材のキャリアパスとして、専門性の多様化・広範化、および国際化など
を強化する必要があることが認識され、様々な育成策が実施されている。しかし、その実施
範囲はエネルギー分野の業界内・専門分野内で閉じた取り組みが多かった。また、大学と産
業界が考える人材要件について、双方の見解のギャップの存在も明確となった。入社後、業
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界に則した育成方法を構築している産業側と、社会・産業ニーズを先取りして学際的な教科
履修を展開しようとしている大学側との間には、理想とする人材像を共有するためのコミュ
ニケーションが不十分であることもわかった。このコミュニケーション・ギャップを互いに
認識できないと、長期的な人材育成に必要なキャリアパス設計ができない。 
これまでの人材育成策の取り組みは、大学・大学院段階での育成支援策が多い。企業や業
界の中でトップクラスの研究・開発者による大学・大学院での講座の設置や、企業における
インターンシップの受け入れ、学協会における能力開発支援やシニア再活用による技術継承
推進などが実施されている。しかし、将来のエネルギー分野を牽引するリーダーを輩出する
ための戦略的な育成策は不足している。 
また、大学の電気系学科の定員割れは、これまでには無かった大きな問題である。電気系
学科の定員割れは、学部の廃止、あるいは統合を意味し、それに伴い、従来されていた電力
などに関する教育がされなくなり、そうした教育を受けた人材を産業側に供給できなくなる
ことから、将来的には産業の継続が危ぶまれる。こうした基幹技術の人材供給に関する問題
点が、この調査を通じて改めて明確となった。 
  
3. 今後の人材育成の方向性 
地球温暖化や資源循環に関する国際情勢の変化に対応するために、エネルギー分野の枠組
みを再構築する必要がある。とりわけ、これまでの技術主体の取り組みを見直す必要がある。 
短期的な人材育成策には、産学が学術的議論を共有している既存の学協会を中心とする活
動が期待される。今回、エネルギーに関連する産業界と学協会を一堂に会し、各々の人材育
成への取り組みを披露しあい、問題点を共有し、エネルギー分野全体としての視点で人材育
成策について議論する場を設定したところ、有効に機能した。本格的な施策のスタートに際
しては、今回のような行政あるいは政策決定者による呼びかけに加え、場を形成するための
資金的支援なども効果的である。 
 中長期的には、特に我が国ではあまり得意ではないとされる国際的舞台での議論や、政策
提言まで可能なスキルも有するプロフェッショナルを育成する施策が求められる。例えば、
海外でのインターンシップなどOJTの機会を与えることも一案であろう。このようなプロフェ
ッショナル人材を育成するには、業界や団体の枠組みを超えた業務経験をさせる戦略的なキ
ャリアパスが不可欠であり、国レベルでの人材育成マネジメントが望まれる。その際、複数
の学会によるジョイントシンポジウムやワークショップ、あるいはエネルギー分野の新たな
枠組みに応えるために専門の調査研究母体や機関を設置することが、学術的議論を活発にす
ると同時に、プロフェッショナル人材育成のための知識のハブとして役割を果たすものと期
待される。 
一方、初等教育段階からの環境・エネルギー教育の強化として、学校の教育者・指導者と
エネルギー分野の専門家との連携による施策も重要である。既にいくつかの小中学校で派遣
授業として実施されているが、一部だけではなく全国的に実施されることが望ましい。高校
までの段階で、人類の経済活動の源となるエネルギーについて、国内のみならず、国際的な
政治・経済情勢とも関連付けて理解できるようになることが期待される。 
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1 章  はじめに 
 
1.1   エネルギー分野の人材問題の背景 
近年、世界の国々では、地球温暖化問題の深刻化に伴う環境やエネルギー問題の重要性が
強く認識されている。「不都合な真実」によって地球規模で生じている気候変動への理解を世
界中に広めたアル・ゴア元米国副大統領と、地球温暖化と人類活動の因果関係を明らかにし
た気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が、2007年のノーベル平和賞を受賞した。高度成
長期の環境汚染と石油ショックを克服する中で、優れた環境・省エネルギー関連技術とノウ
ハウを培ってきた日本に対しては、地球規模での環境・エネルギー問題解決に向けても大き
な貢献が期待されている。2008年には、G8洞爺湖サミットにおいて議長国の日本がリーダー
シップを発揮し、世界全体の温室効果ガス排出量を2050年までに少なくとも50%削減するとい
う長期目標を世界全体の目標としていく合意がなされた。また、総合科学技術会議は「環境
エネルギー技術革新計画」を発表し、日本が世界に先駆けて2050年に温室効果ガス半減を実
現する環境エネルギー技術を開発し、国際協力をリードする計画が示された。 
一方で、我が国のエネルギー分野の研究現場では、質および量の両面で人材不足が懸念さ
れている1。産業界では、団塊世代の退職に伴う技術継承や少子化に伴う労働力不足など、他
分野とも共通した人材問題が生じている。エネルギー分野の研究には、環境分野はもちろん
のこと、ライフサイエンス、情報・通信、および材料などの広範な自然科学系分野に加え、
都市工学、社会･経済システム、政策・法制度等の人文社会系分野も深く関与している。また、
エネルギーに関わりを持つ産業としては、エネルギー供給事業者のみならず、資源、化学、
素材、機械、電気・電子機器、輸送機械から建設・土木、金融、商社まで広がりを持つ。求
められる専門性は多様化し、人材要件も広範である。この結果、エネルギー分野の人材問題
に関する議論は、個別技術に特有の課題と一般論が混在し、解決に向けた取り組みが体系的
に進展していない。 
 
 
1.2 これまでのエネルギー関連人材育成策 
 第 3 期科学技術基本計画（2006-10 年度）では、科学技術システム改革の柱として「人材の
育成、確保、活躍の促進」が位置づけられており、エネルギー分野の分野別推進戦略におい
ても、「エネルギー研究者・技術者の育成・維持」を目標と位置づけている 2。これらを踏ま
え、各省庁では人材に関するさまざまな施策 3-11が実施されてきたが（図表 1、参考資料 p148
～165）理工系人材全般に共通する人材問題として取り扱われることが多く、エネルギー分野
に特有の人材問題やその発生要因については体系的に議論された例はない。一方、電力会社
などの産業界や、(社)原子力学会 12や(社)電気学会 13,14などのエネルギーに関連する学協会
などにおいても人材問題が議論され、それぞれで対応策を検討しているが、各専門領域や個
別技術に特有の課題への対応に留まっている。 
今後、地球規模に拡大した環境・エネルギー問題がより一層複雑化し、関連する産業構造
も急激に変化することが予想されるため、これまでの業界や学協会のくくりで人材問題を検
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討するだけではなく、より横断的で俯瞰的な人材施策が必要かつ重要である。そのためには、
現在のエネルギー分野における固有の人材問題の所在について俯瞰的に整理し、その要因を
明らかにした上で、将来に向けた人材育成の方向性を体系的に提示することが強く求められ
ている。 
図表 1 人材に関する施策の一例 
 
 
 
1.3 本調査の目的 
以上のような状況を鑑み、本調査では以下について明らかにすることを目的とした。 
  
① エネルギー関連人材問題を俯瞰的かつ構造的に理解する。 
② これまでのエネルギー関連人材育成策の充足度を評価する。 
③ これから必要なエネルギー関連人材育成策の方向性を見い出す。 
 
 
1.4 調査全体フロー 
本調査は、図表2に示す通り、大きく3つのフェーズに分けて検討を進めた。 
Phase 1では、個々の様々な問題点を広く抽出することを検討した。まず、様々な領域のエ
ネルギーに関連する学協会、企業、大学の専門家による座談会を実施し、現状のエネルギー
分野の人材問題について、広く体系的に把握した。次にそれらを補完するために、専門家ネ
ットワークaに参加している専門調査員を対象に、電子会議を利用してエネルギー分野のみな
                                                  
a 科学技術動向研究センターにて運用している、各分野(ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテ
クノロジー･材料、エネルギー、ものづくり技術、社会基盤、フロンティア、その他)の専門家約 2,000
名からなるネットワークで、最新の科学技術情報収集や電子会議を定常的に行っている。 
(関連性： ◎：大、○：中、△：小)
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らず他分野の専門家からも意見を集約した。さらに過去に実施された第8回デルファイ調査b
結果の再解析を実施し、科学技術案件に関する人材育成の重要度を抽出し直した。 
Phase 2では、Phase １で得られた結果から本質的な問題点の仮説を立て、これを基にした
アンケートを実施した。このアンケートでさらに多くの専門家集団の意見を集約することに
より、定量的な問題点の把握を行った。その際、エネルギー分野に固有な人材問題を生じる
背景要因を整理するために、「エネルギーの利用段階」と「社会への普及段階」を二軸に、「エ
ネルギー分野の構成分野」をマッピングした上で、専門調査員へのアンケート結果の解析を
行った。 
Phase 3では、Phase 2でマッピング解析した結果を元に、エネルギー分野に固有と思われ
る人材問題について領域#1～#3に大別し、各領域において、関連業界や学協会でこれまでに
行われている人材育成プログラムの事例を広く収集した。更に、ワークショップを開催し、
Phase 2までの検討で得られた人材問題の所在とこれまでの人材育成策の有効性について、領
域毎に議論し、抜けていた論点や今後の人材育成策のあり方についても補完的検討を加えた。 
Phase 4では、それまでの結果をまとめたものをもとに、当初から調査にご協力いただいた
方々に集まっていただき、報告書案について議論をし、より具体的な施策について検討した。 
図表 2 本調査の流れ 
全分野対象アンケート調査
人材育成施策事例の収集、
育成策の方向性を議論
Phase1 意見集約による定性調査
現状把握、課題整理
1) 専門家座談会
2) 電子会議
3) デルファイ調査結果の再解析
最終報告書
Phase2 アンケートによる定量調査
問題の俯瞰、重要課題の特定
Phase3 エネルギー人材ワークショップ
課題、育成の方向性
実現可能な具体的な育成策を
議論
報告書案に対する意見の収集 座談会
 
                                                  
b 俯瞰的予測調査のひとつ。多数の専門家への繰り返しアンケートにより、今後 30 年間の技術発展の
展望について、13 分野（858 課題）のコンセンサスを得たもの。 
(http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep097j/idx097j.html) 
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  7
2 章  意見集約に基づく定性的調査（Phase 1）  
 
エネルギー関連人材に関する座談会を実施し、エネルギー分野の専門家による人材問題に
関する意見集約を行った。次にそれを補完することを目的として、電子会議による補足的定
性調査を実施し、エネルギー分野だけではなく全ての分野を対象とした専門家の意見を収集
した。 
 
2.1 座談会による意見交換 
 座談会は、エネルギーに関係する企業や大学、学会や研究会に参加を依頼し実施した。
概要は以下のとおりである。 
 
■ 目的：幅広いエネルギー分野の人材問題に関する現状把握 
■ 日時：2007年3月26日（月）10時～17時30分  
■ 参加者：下記、エネルギー分野関連の産学関係者30名 (詳細は資料1 p48参照) 
＜大学＞ 
  国・私立大学工学部各学科 
   (電気・電子、情報、機械、化学、生物、資源、原子力、環境システム) 
  国立大学産学連携推進本部、高専、海外(カナダ) 
＜企業＞ 
  電力、ガス、石油、石炭、重工業、自動車 
＜学会、研究機関＞ 
  学会：石油学会、原子力学会、エネルギー・資源学会、電気学会、 
日本エネルギー学会 
  研究機関等：電力中央研究所、産業総合技術研究所、エネルギー総合研究所、 
        北関東産官学研究会 
 
現状のエネルギー関連人材問題に関し、参加者全員が5～10分程度で発表し、最後に全員で
ディスカッションを行った。それぞれの立場から多岐にわたる議論がなされた。発表内容と
ディスカッションから得られた主な意見からは、人材の需要と供給のミスマッチ、教育機関
ならびに企業に対する問題、そして短期長期的なビジョンの必要性などが課題として浮き彫
りとなった。課題の概要について以下にまとめる。（発表者のスライドは資料1 p61～84に示
す。） 
 
●エネルギー人材の需要と供給について 
• 企業の人材ニーズと大学からの供給人材にミスマッチが生じている。エネルギーに従事
する技術者・研究者に求められる素養には、エネルギー全般の多面的・俯瞰的視野、課
題設定能力が必要であるが、大学ではその教育があまりされていない。 
• 異分野知識習得への関心が低い若手研究者が多い。 
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●教育機関に対する課題 
• 小中高一貫の体系的な教育カリキュラム構築が望まれる。特に実験の強化や、「物理」
「化学」「生物」「技術」などを選択でなく必修化する必要がある。 
• 大学カリキュラムの再構築が必要である。国立大学法人化以前と比較すると、カリキュ
ラムが複雑化・細分化したために、体系的知識の習得に弊害が生じている。よって、エ
ネルギー分野に必要な電磁気学、熱力学、実験実習等、基礎共通基盤カリキュラムの標
準化が必要である。 
• 教育機関において人材育成ロードマップを構築し、それに合わせた教育を実施する必要
がある。 
• コミュニケーション能力、説明責任能力が不足している。 
• 学会参加などを通じて、海外と人材ネットワークを構築する機会を増やす必要がある。 
• 教育者自身の育成も重要である。 
• 産学連携や大型の国家プロジェクトを活用し、研究者の実践的能力を育てたい。 
 
●企業に対する課題 
• 景気に左右されない安定した雇用環境の確保も、人材育成には重要なポイントである。 
• エネルギー分野は学際的で、修士レベルの研究では不十分であるにも関わらず、経済面/
就職リスクを理由に、博士課程進学者が減少傾向にある。 
• 日本の省エネルギー技術などに対する海外からの期待が大きいため、海外との人材ネッ
トワーク構築や国際機関での発言力が重要となる。 
 
●短期・中長期的な対応の必要性 
• 短期的には、団塊世代の退職による技術・技能の伝承が問題となる。特に「安全」に必
要な総合的判断力が重要である 
• 中長期的には、「新国家エネルギー戦略」を受け、エネルギー技術領域が多様化・融合化
しており、人材育成に多面性が求められる。 
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2.2 電子会議による意見収集 
次に、座談会における意見集約を補完することを目的として、電子会議を利用して全ての
分野を対象とした専門家の意見を収集した。設問を2つ用意し、回答する形式とした。概要は
以下のとおりである。 
 
■ 目的 ：エネルギー分野人材に関する現状把握 
■ 期間 ：2007年6月29日（金）～7月9日（月） 
■ 参加者：専門家ネットワークに所属している方、全投稿数69件 
 投稿分野内訳と数 :エネルギー15、環境13、ライフサイエンス10、ものづくり10、 
  情報・通信6、社会基盤5、ナノテク・材料5、フロンティア5 
■ 方法 ：Web上でアンケートを実施し、以下2つの設問に対し自由記述回答 
Q1 エネルギーの中でもこれまでどのような研究によって、日本の強みがもたらされて
きたのか。それが近年どのように変化しているか。 
Q2 今後もエネルギー分野の強みを維持・向上するために、特に力を入れるべきことは
何か。 
 
得られた意見を分析すると、必ずしもエネルギー分野に特化していない内容もあるが、意
見の中心はエネルギー分野に該当すると判断されるものが多かった。図表3に集約した意見を
示す。(全ての意見の収集結果は資料1 p85～94に示す。) 
 
 
図表 3 電子会議での意見 
Q1 日本の強みとそれを支えた人材、近年の変化に関して 
 エネルギーに強く関連 工学系全般に関連 
日本の強
みと背景
要因は何
か 
 
• 石油ショック後の省エネルギー政策を
背景とした、高効率なエネルギー利用技
術（家電、自動車、生産設備）と原子力・
新エネルギー技術の発展が社会に大き
く影響した。 
• 厳しい環境規制（大気・水質）と消費者
の要求を背景にして、環境対策技術が発
展した。 
 
日本の強
みを支え
た人材と
• 機械工学（熱力学、流体力学、材料力学、
等）や回路設計を学んだ、ジェネラリス
ト的技術者（システム設計・製造）がた
• 国内企業の設計技術者や製造現
場の技術者の努力が上げられ
る。 
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は くさんいた。 
• 材料（耐熱、高強度、軽量化、発電・蓄
電、磁性、省エネデバイス）、燃焼・触
媒（環境浄化、燃料クリーン化）、原子
力、電力（制御、送電）に関わる研究者
が多く存在した。 
 
研究開発
全般につ
いての近
年の変化
は何か 
• 電力会社が研究開発投資を削減したこ
とによって、関連する重電機メーカーで
の基礎研究も縮小した。 
 
• 時間のかかる基礎研究よりも、
短期間に成果が出る研究テーマ
（実用化や応用）にシフトして
いる。 
• いろいろなものがブラックボッ
クス化し、自分で修理しにくい
ことから、ものづくりに関わる
研究をしていることへの喜び
が、特に若手では失われつつあ
る。 
人材・教
育につい
ての近年
の変化は
何か 
• エネルギー関連技術の共通基盤科目で、
研究者や指導教官の減少が著しい。特に
電力、原子力・放射線、エンジン・燃焼、
金属・冶金の分野に顕著な傾向が見られ
る（特にエネルギー資源領域の講座が減
少）。 
• 論文生産数や引用数による業績
評価が一般化し、論文になりに
くい分野の研究者が減少してい
る。 
• 国立大学法人化以降、大学にお
ける研究費の減額や、学生に人
気が低い電力や原子力分野の講
座が減少している。 
 
 
Q2 日本の強みを今後も維持・向上するための方策 
 エネルギーに強く関連 工学系全般に関連 
教育・人
材育成面
について 
• エネルギー関連技術の共通基盤
科目の強化・体系化（電気、機械、
化学、材料）が必要である。 
• 学生のみならず、教育者の育成・
確保も必要である。特に今後重要
な研究テーマ(再生可能エネルギ
ー（バイオマス、貯蔵、ネットワ
ークなど）、資源開発、原子力、
核融合)の人材育成・確保が重要
• ｢人気のない若年層への魅力度アップ｣
を図るための施策が必要である。 
• 博士課程研究者に対して、卒業後の雇
用を前提とした在学中の仕組みが重要
である。 
• 奨学金、給与・処遇制度の充実など、
経済的な支援が必要である。 
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課題である。 
産学官・
分野間連
携推進の
重要性と
対応策 
• 連携を進めるべき分野間で、エネ
ルギーに関する理解増進が重要
である。例えばライフサイエン
ス、農学、地質学、海洋、地球環
境観測（生態系、衛星観測）分野
などの理系内での連携強化は当
然のこと、人文社会系（政治・経
済、法律、歴史）との連携強化も
必要である。 
 
• ダブルディグリー取得の推進も検討す
べきである。 
• 学協会の強化、例えば学会間連携や情
報発信・政策提言能力の強化が必要で
ある。 
• 指導者数が減少している科目の教育へ
対しては、専門家の人材バンク登録や
データベース構築などを活用した迅速
な対応が必要である。 
• 課題設定能力、実行力、評価・マネジ
メント能力を高め、連携推進を担う人
材の強化が重要である。 
産業・起
業環境の
整備 
• エネルギー産業の強化育成と産
業界のニーズに対応する技術開
発の下支えが必要である。 
• 事業化段階以前の技術に対する資金援
助や実証フィールドの拡充が必要であ
る。 
政策、規
制、税・
法制度の
整備 
• 中長期的にぶれない国家エネル
ギー戦略に基づく研究テーマへ
の支援と研究者育成・確保を計画
する。 
• 経済的インセンティブを与えるような
政策誘導が必要である。導入義務化、
投資減税・優遇制度、環境目的税を原
資とする研究費の安定的確保が必要で
ある。 
• 分野間連携に不可欠な、省庁間連携が
円滑化する仕組みやスキームの確立も
課題である。特に、強力なリーダーシ
ップによる調整、推進が重要である。
その他 • エネルギーに関する国民の理解
増進(安全性や重要性など)の推
進が必要である。 
• 基礎研究の拡充も大切であり、コ
ストダウン以外の社会的意義・使
命を明確化し、大規模投資を伴う
研究（ガスタービン、ガス化炉）
への支援を推進する。 
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2.3 デルファイ調査結果の再解析 
 2005 年に当研究所が発表した「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査 デルファイ
調査」（NISTEP REPORT No.97）の「エネルギー・資源」分野の結果から、技術的実現に当た
り｢人材の育成と確保｣の割合が高い 10 課題を抽出し、政府がとるべき有効な手段としてどの
ような施策が期待されているのか、これまでの結果を再解析した（図表 4）。この結果による
と、全体的な傾向としては、｢人材の育成と確保｣よりも｢研究開発基盤の整備｣や｢研究開発資
金の拡充｣が望まれている傾向が見られる。また、｢産学官・分野間の連携強化｣や｢国際展開
の推進｣なども期待されている。しかしながら、核融合や原子力などに関しては｢人材の育成
と確保｣の割合が高いことが確認された。 
 
図表 4 人材育成の割合が高い 10 課題と政府関与の手段
 
 
 次に、「エネルギー・資源」分野の課題毎に、技術的実現時期・社会適用実現時期と、｢人
材の育成と確保｣に対して期待する割合、との関係について把握した（図表 5）。技術的実現・
社会的適用のどちらもが、長期的である課題ほど｢人材の育成と確保｣に対する期待は高い。
社会的適用への方策として、人材育成をより強く望む傾向が見られた。 
 
 
 
 
 
 
人材の
育成と確保
産学官・
分野間の
連携強化
研究開発
基盤の整備
研究開発
資金の拡充
国際展開
の推進
関連する
規制の
緩和・廃止
関連する
規制の
強化・新設
核融合 核融合発電炉 55.1 15.3 61.9 39.8 44.9 0.0 0.0
原子力 核燃料サイクルを含めたFBR(高速増殖炉)システム 52.0 32.0 60.0 40.8 20.8 4.0 1.6
資源 在来型資源の究極資源量を予測する技術 51.1 25.0 51.1 42.4 27.2 1.1 0.0
原子力
高レベル放射性廃棄物中の放射性
核種を核変換して、廃棄物量を
激減させる技術
38.7 19.4 66.7 45.2 29.0 1.1 0.0
資源
メタンハイドレートなどの地下資源が、
経済情勢の変化、地球科学、探査
技術の進展などにより発見
37.5 33.3 59.4 53.1 24.0 1.0 0.0
原子力 高レベル放射性廃棄物の地層処分技術 35.1 45.0 44.1 55.9 16.2 4.5 4.5
再生エネ 太陽エネルギー変換効率3%以上の人工光合成技術 34.7 42.1 29.5 72.6 8.4 6.3 0.0
再生エネ 遊休地でのエネルギー用バイオマスプランテーション 29.9 23.4 15.0 34.6 64.5 4.7 0.9
資源 バイオテクノロジーを使用した金属元素の抽出、分離技術 29.3 44.0 48.0 53.3 17.3 5.3 0.0
再生エネ 宇宙太陽発電システム 27.4 24.2 51.6 48.4 43.2 4.2 1.1
…期待する回答が最も多かったもの
…期待する回答が2番目に多かったもの
課題領域
政府がとるべき有効な手段
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図表 5 技術的実現と社会的適用の時期における人材育成の必要性の割合 
 
 
 以上のデルファイ調査結果の再解析から、以下のことが確認された。 
– 「エネルギー・資源」分野の技術的実現において、政府がとるべき有効な手段として、｢人
材の育成と確保｣よりも、総じて｢研究開発基盤の整備｣や｢研究開発資金｣の拡充が望まれ
ている傾向が見られた。 
– 技術的実現・社会的適用どちらもが長期的である課題ほど｢人材の育成と確保｣への期待が
高いが、社会的適用への方策として、人材育成をより強く望む傾向が見られた。 
 
 
2.4 定性的調査の結果概要 
 Phase 1で実施した座談会、電子会議、デルファイ調査の再分析結果をまとめると、エネル
ギー分野特有の論点として、以下のポイントがあげられる。 
 
– 「エネルギー関連人材」そのものの定義が多様で、人材問題の所在が仕事の領域ごとに異
なる。 
– 人材ニーズや育成支援策のアイデアは多くあげられているが、抜本的な支援策は少ない。 
– 企業の人材ニーズと大学からの供給人材に関するミスマッチは問題が大きい。 
– エネルギー技術領域の多様化・融合化は拡大しており、人材育成の多面性が重要である。 
– 分野間あるいは産学官の連携やプロジェクトを牽引する人材の強化が不足している。 
– 中長期的にぶれない国家エネルギー戦略や経済的な政策誘導が不十分である。 
– 技術的実現および社会的適用に際して、政府がとるべき有効な手段としての｢人材の育成
と確保｣は、長期的課題に対する施策として特に望まれている。 
 
 以上の論点を踏まえ、次に問題の定量化を試みた。 
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3 章  アンケートによる定量的調査（Phase 2） 
 
Phase 2では、人材問題の所在および今後の議論や解決策の手がかりに資する定量的な傾向
を見出すために、専門家ネットワーク（p4の脚注参照）に参加している全ての分野の専門調
査員を対象として、エネルギー分野の人材問題についてアンケートを実施した。前章で得ら
れたエネルギー分野特有の論点を踏まえ、エネルギー関連人材の多様化・融合化に向けた人
材・組織の開発や産学間コミュニケーションの実態を把握すること、将来のエネルギー分野
を牽引するリーダー的人材像を把握すること、などに焦点を絞った調査を行った。 
 
3.1 エネルギー分野の定義 
前章の論点として「「エネルギー関連人材」そのものの定義が多様で、人材問題の所在が仕
事の領域ごとに異なる」という指摘があった。エネルギー関連人材に関する固有な人材問題
の所在を俯瞰可能とするには、エネルギー分野を構成する分野を改めて定義し直し、多様な
専門性との関係について体系的な整理が必要である。 
エネルギー分野に固有な人材問題を生じる背景要因については、以下の3つの観点にまとめ
ることができる。 
 
① エネルギー分野のバリューチェーンには、資源開発～エネルギー変換～利用製品開
発～リサイクルまでの｢エネルギーの利用段階｣があり、各段階で異なる専門性が必
要とされる。 
② エネルギー分野の科学・技術を実社会へ普及させるまでには、産業レベルへの実用
化～有効な政策との融合～社会システム実現までの｢社会への普及段階｣が存在する。
普及のためには、科学技術的アプローチだけではなく、多岐に渡るステークホルダ
ーとの協働を通じたアプローチやスキルも必要とされる。 
③ エネルギー分野は、環境分野はもちろんのこと、バイオマスのようなライフサイエ
ンス分野や、ITSのような情報分野、省エネルギーの観点では材料分野など、「幅広
い専門性の関与」が必要とされる。 
 
そこでアンケートに先立ち、①「エネルギーの利用段階」と②「社会への普及段階」に着
目し、これら二軸を使って「エネルギーの構成分野マップ」を定義した（図表6）。これによ
り、アンケート回答者が仕事の位置付けをエネルギー分野全体の中で認識するとともに、エ
ネルギー分野に固有の仕事の広がりや、上・下流工程との連続性などについても、全体を可
視化できる。加えて、アンケートの対象者をエネルギー分野だけでなく、全ての分野の専門
家とすることで、③「幅広い専門性の関与」に伴い多様化する人材問題の傾向を把握するこ
とが可能となる。 
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図表 6 エネルギーの構成分野マップ 
 
 
 
3.2 アンケートの概要 
アンケートの概要は、次の通りである。（詳細は資料2 p96～112参照） 
 
・期間：2007年11月30日から12月10日 
・対象：専門家ネットワーク(1906名：実施期間の専門調査員) 
図表7は、実施期間中の専門家ネットワークに登録者の分野別登録人数・比率、お
よび、所属団体別登録比率を示したものである。 
 
図表 7 アンケート母集団の属性分布（2007 年） 
 
エネルギーの利用段階
A. エネルギー資源開発； １次エネルギー採掘、エネルギー植物プランテーションなど、
B. エネルギー転換； エネルギー製造、変換、精製技術など、
C. エネルギー供給； 電気、燃料、インフラ供給サービスなど、
D. エネルギー利用； 製品/機器の開発、販売、メンテナンスなど、
E. リユース・リサイクル
. ；
. ；
. ；
. ； /
. ・
社会への普及段階
a. 科学・技術個別の研究開発、推進
b. 産業規模への展開、開発、推進
c. 普及促進のための行政、政策研究
d. 社会システムとの融合、普及促進
. ・
.
c.
.
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d
仕事領域
大学
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・質問概要： 
- 属性（分野、年代、所属団体、職掌、職場の体制、等） 
- エネルギー分野に求められること（組織、個人の素養、等） 
- 人材に関する大学と産業間のコミュニケーション実態 
- 求められる人材育成策 
 
・回答総数：495名 
 平均回答率は26%であった（図表8）。専門分野別に見ると、最も低い情報通信分野で
も20%弱であり、分野毎の回答率に偏りはなかった。回答者の属性という点で、おお
むね全分野の意見が集約され、分野間の傾向を比較し得るものであると考えられる。 
 
図表 8 回答者の専門分野分布 
平均回答率 26%
0% 10% 20% 30% 40%
ライフサイエンス
情報通信
環境
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社会基盤
フロンティア
その他  
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3.3 エネルギー分野に関わる人材の基本属性 
エネルギー分野に関与する専門家の比率について、分野毎に比較して示す（図表9）。 “エ
ネルギー分野に関連する”と”エネルギー分野に関連する可能性あり“を合計した回答比率
は、エネルギー以外の分野でも70～95%と高く、特に「環境」「ナノテク・材料」「ものづくり」
では比率が高く、これら分野の専門家はエネルギー分野との関わりが大きいことが明らかと
なった。全分野の中で、唯一ライフサイエンス分野のみが30%に満たない低い割合であった。 
次に、所属団体（図表10）および職掌（図表11）の内訳を、エネルギー分野への関与の度
合い毎に比較する。所属団体については、エネルギー分野への関与の度合いが高い程、企業
の比率が高い。また、職掌については、エネルギー分野への関与が高い程、研究以外の企画・
戦略・政策立案や開発に携わる専門家の比率が高いことがわかる。 
 
図表 9 エネルギー分野に関連する専門家の比率 
Q あなたのお仕事は“エネルギー分野”に関連しますか？ 
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図表 10 エネルギー分野への関連度と所属団体の関係 
 Q あなたが所属する団体は?   
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図表 11 エネルギー分野への関連度と職掌の関係 
Q あなたのお仕事は? 
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次に、”エネルギー分野に関連する“と回答した専門家について、先に定義した「エネル
ギーの構成分野マップ」のどこに属するか、分布の状況を図表12にまとめた。社会への普及
段階（縦軸）で見ると、「a.科学技術単独」の領域が最も多い。しかし、数は少ないが産業か
ら社会システムまで幅広く存在していることもわかった。また、エネルギーの利用段階（横
軸）で見ると、「B.転換」と「D.利用」が他よりも多い傾向であった。エネルギー資源に乏し
い我が国では、「A.資源開発」に関わる専門家が少ない反面、エネルギーの効率的な転換や利
用技術への社会的ニーズが大きく、この分野の専門家が多い。このような偏在状況は、我が
国のエネルギー分野の一つの特徴を示唆しているものと思われる。 
 
 
図表 12 エネルギーの構成分野マップにおける「エネルギー関連専門家」の分布状況 
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3.4 エネルギー分野の人材像 
3.4.1 組織の体制として 
 
図表 13 必要とする学歴・専門性 
 Q あなたのお仕事では、今後どんな学歴レベルの方が特に必要とされそうですか？ 
0%
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40%
60%
80%
100%
関連する　可能性あり　関連しない
特に学歴は問わない
高校卒
高専卒
学士
修士
博士
 
”エネルギー分野に関連する“と回答した専門家について、今後必要とされる人材の学歴
としては、「修士」の比率が最も高く、「博士」の比率が最も低い。前章において、エネルギ
ー関連人材に最も必要な素養として｢多面的・俯瞰的あるいはジェネラリスト｣というキーワ
ードが示されているが、現在の「博士」課程の人材は、このようなニーズを十分満たしてい
ないと推察される。 
 
図表 14 新たに導入したい知識 
Q あなたとあなたのお仕事にとっての“新たな知識”を導入する場合に求める事は、 
次のうちどれですか？ 【複数選択可】 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
関連する　可能性あり　関連しない
その他
異分野の研究シーズに関する知
識
地域や街づくりなど社会システム
との関わりに関する広範な知識
グローバルな社会的背景に関す
る広範な知識
ビジネスモデルなどマネジメントに
関する知識
 
 エネルギー分野への関連性が高い専門家ほど、「グローバルな社会背景に関する広範な知
識」や「ビジネスモデルなどマネジメントに関する知識」など、研究シーズ以外の新たな知
識を必要とする比率が相対的に高い。仕事を遂行する上で、社会的背景やビジネスなど広範
な知識の理解が不可欠なエネルギー分野の専門性の特徴が現れたものと思われる。 
  21
3.4.2 個人の資質として 
 
図表 15 素養として必要な大学教科 
Q エネルギー関連人材に必要な素養として、大学での基本教科のうちどれが特に重要だと 
思いますか？   【３つお選び下さい】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 エネルギー分野への関連性が高い専門家が必要とする素養としては、「熱力学」と「環境工
学」の比率が最も高く、最重要教科であると言える。また、エネルギー分野に関連性の高い
専門家のほうが、「熱力学」「電磁気学」「電気化学」について必要な素養としてあげた比率が
高く、エネルギーそのものを理論的に体系化した基礎的教科についても重要な素養として認
識されている。 
図表 16 適応力を高めるキャリア形成 
 Q エネルギー関連人材に必要な適応力を高めるために、特にどんな事を強化すべきだと思いますか?  
【点数をつけて下さい：極めて重要：3、重要：2、普通：1】 
0 1 2 3
環境やエネルギー分野のNGOやNPOとの
協業（社会、市民とのネットワーク力）
英語（外国語）習得や海外実務経験（グ
ローバルコミュニケーション力）
産学官での人材交流（実務） （ニーズ、
シーズ、政策間の展開力）
幼児からの地球環境に関する教育（知識
の広さ、洞察の深さ）
エネルギー分野
に関連する
エネルギー分野
に関連する可能
性あり
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40%
60%
80%
100%
関連する　関連しない
その他
哲学
法学
政治学
経済学
環境工学
都市工学
生物学
無機化学
有機化学
電気化学
原子力工学
高電圧工学
量子力学
電子回路
電子工学
電磁気学
機械・制御
熱力学
流体力学
材料力学
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エネルギー分野への関連性が高い専門家ほど、適応力を高めるキャリア形成として「英語
（外国語）習得や海外実務経験」と「産学官での人材交流（実務）」を強化すべきとする回答
の割合が高い。エネルギー分野における活動の国際化や産学官での連携の重要性を反映して
いるものと考えられる。 
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3.5 大学～産業間のコミュニケーション 
3.5.1 エネルギー関連人材像の相互理解 
 
図表 17 大学側の産業人材ニーズの把握 
 Q あなたの研究分野に関わる産業界が欲する人材ニーズをご存知ですか? （大学へ質問） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
関連する　可能性あり　関連しない
知らない
過去の経験から想像
出来る程度
聞いたり見たりしたこ
とはある
知っていて、具体的に
把握している
 
 人材の供給源である大学においては、エネルギー分野との関連性が高い専門家ほど、産業
界の人材ニーズを具体的に把握していると回答した比率が大きい。 
 
図表 18 企業側の大学教科シーズの把握 
 Q あなたのお仕事に関連する学部や学科（大学）で、最近教えているカリキュラムをご存知ですか?  
（大学以外（企業、研究機関等）へ質問） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
関連する　可能性あり　関連しない
知らない
自分の経験から想像出来る程度
聞いたり見たりしたことはある
知っていて、具体的に把握してい
る
 
 一方、人材の需要側である企業においては、エネルギー分野との関連性が高い専門家ほど、
大学の教科内容について具体的に把握している比率は低く、過去の自分の経験を基に想像す
る、という割合が最も高かった。近年、人材の供給側である大学において、シラバスの体系
変更など、カリキュラムの面で様々な工夫がなされている状況について、エネルギー分野に
関連する企業側の理解が欠如しているものと推察される。このように、人材像に関するニー
ズ・シーズの相互の理解に大きな乖離があることから、両者のコミュニケーションが十分で
はないことがわかった。 
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3.5.2 人材育成で強化すべき連携施策 
 
図表 19 大学における重要連携策 
 Q  あなたの研究分野における人材の素養向上のためには、どの様な連携施策が特に有効ですか？ 
【複数選択可】（大学へ質問） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
関連する　可能性あり　関連しない
連携は特に不要
行政や政策立案者との連携
強化
市民やNGO/ NPOなど社会
との連携強化
インターンシップや研究受
託、共同研究など企業との
連携強化
海外を含む他大学との連携
強化
大学内の連携強化
 
 
図表 20 企業における重要連携策 
 Q あなたのお仕事の分野における人材の素養向上のために、どの様な連携施策が特に有効です 
か？  【複数選択可】（大学以外（企業、研究機関等）へ質問） 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
関連する　　可能性あり　　関連しない
特に不要
行政や政策立案者との連携強化
市民やNGO/ NPOなど社会との
連携強化
インターンシップや研究委託、共
同研究など大学との連携強化
海外を含む他企業との連携
 
図表19と20を比較すると、大学、産業界ともに、エネルギー分野に関連性の大きい専門家ほ
ど、「インターンシップや研究委託、共同研究など大学～企業間の連携強化」により大きく期
待していることがわかった。 
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3.6 Phase 2 までに得られた論点の整理 
これまでの座談会、電子会議、アンケート調査を通じて示された、エネルギー人材に固有
な問題について整理して議論するために、3.1で示した“エネルギーの構成分野マップ”を用
い、産業形態や仕事の質的な面での類似性を鑑み、以下の3つの領域にまとめることとする。 
 
図表 21 エネルギー分野内の特徴的領域 
 
●領域 #1 
この領域は、｢A.エネルギー資源開発｣が主なエネルギー利用段階で、将来の新エネル
ギーなどにも関わる。ここでは、科学技術確立に必要なブレークスルー創出までに時間
がかかるため、政策的な支援が不可欠である。 
 
●領域 #2 
この領域は、主に｢B.エネルギー転換｣～｢D.エネルギー利用｣のエネルギー利用段階に
該当する。ここでは、社会への普及段階においても、産業界の主導によってある程度ま
で進展が可能である。 
 
●領域 #3 
  この領域は、全てのエネルギー利用段階に関わり、かつ、社会への普及段階において
も、｢c.行政・政策｣～｢d.社会システム｣など、行政や一般市民に関係する。この領域の
強化があって初めて社会還元が達成されるにもかかわらず、十分な議論がなされていな
い。 
 
 これら3つの領域に対して、これまで得られた人材問題をそれぞれ当てはめて整理し直した
ものが図表22である。このように整理することにより、エネルギー分野のどの領域で、どの
様な人材問題が生じているか、所在を可視化できるとともに、領域毎の産業構造や仕事の質
的な特長と対応付けて、人材問題の発生要因と構造との関係を議論することが可能となる。 
リユース
リサイクル
エネルギー
利用
エネルギー
供給
エネルギー
転換
エネルギー
資源開発
科学・技術
単独
産業
レベル
社会
システム
行政・政策
社会へ の普及段階
エネルギーの利用段階
A B C D E
a
b
c
d
赤色・ ・ ・行政・政策による牽引が不可欠な領域
科学技術確立
までに
時間がかかる。
政策支援が
不可欠。
領域 #1
産業界主導で
ある程度進展。
領域 #2
領域 #3
社会還元のために不可欠、かつ議論が不十分な領域。
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図表 22 ワークショップで設定したテーマとこれまでの検討結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■人員不足
・団塊世代の退職により、
技術・技能の伝承が問題。
・理工系離れが顕在化。
■企業～大学間のコミュニケーション
・企業人材ニーズと大学からの
供給人材にミスマッチ。
・エネルギー分野の人材像に関する
両者のコミュニケーションは不十分。
・インターンシップについては、さらなる
連携強化を双方期待。
■エネルギー分野の必須要件 （多様化・融合化、リーダー的人材）
・組織/体制： グローバルな社会背景の熟知、環境マネジメントなどビジネス展開。
・重要教科： 熱力学（旧来と変わらず）、環境工学
・適応力強化： グローバルコミュニケーション力、政策展開力。
■実現時期と人材育成の関連
･技術的実現、社会的適用、ともに、
実現時期が長期的な研究課題
ほど、人材育成の重要性が高い
傾向にある。
（原子力、再生可能エネルギー、等）
■強み
･石油ショック後の環境規制と省エネルギー政策を背景とした、
高効率なエネルギー利用技術（家電、自動車、生産設備）。
･厳しい環境規制（大気・水質）と消費者の要求を背景にした、
環境対策技術の発展。
■弱み
･電気系学部学科への進学志望者激減。
･基盤科目の研究者、教官の減少が顕著：電力工学、燃焼工学。
■強み
･石油ショック後の環境規制と省エネルギー政策を背景とした、
原子力・新エネルギー技術の発展。
■弱み
･基盤科目の研究者、教官の減少が顕著：
原子力・放射線工学、燃焼工学、電力工学、
金属工学・冶金工学。
（エネルギー資源技術領域の講座が減少。）
これまで支えてきた人材： -設計/製造技術者（機械工学、電子回路設計； ジェネラリスト的人材）
-研究者（材料、燃焼/触媒、原子力、電子）
全般的な問題リユースリサイクル
エネルギー
利用
エネルギー
供給
エネルギー
転換
エネルギー
資源開発
科学・技術
単独
産業
レベル
社会
システム
行政・政策
社会
へ の普及段階
エネルギーの利用段階
A B C D E
a
b
c
d
領域 #1 領域 #2
領域 #3
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4 章  ワークショップ（Phase 3） 
 
4.1 テーマの仮説 
前章の図表22でまとめた3つの仕事の領域に対応した問題点や求められる専門性を踏まえ、
次に議論すべき仮説として以下のテーマをあげた。これら仮説を基に、各業界や学会などで
すでに取り組まれている事例を披露し合い、エネルギー関連人材の問題の解決に向けてより
具体的な施策を検討する場として、ワークショップを開催した。 
 
テーマ1 資源開発 （領域 #1） 
 原子力や再生可能エネルギーなど技術確立に長期間を要する領域の育成策について。 
 資源に乏しい我が国が、資源探査や開発で取り組むべき人材育成について。 
 
テーマ2 転換/製造～供給～利用 （領域 #2） 
 理工系離れや技術・技能の伝承などの課題解決に向け、試みられている施策事例の紹介。 
 世代や業界・専門領域を超えた広範な連携事例紹介。 
 
テーマ3 社会システム・政策 （領域 #3） 
 多くの利害関係者が存在するこの領域で、産学官、各々の立場で実施すべきことについて。 
 この広範な領域で望まれる人材像やキャリアパスについて。 
 
 
4.2 ワークショップの概要 
 各テーマについて論ずるために、産業界、大学、学会、研究機関・シンクタンクなど広範
な分野の関係者を集め、ワークショップを開催した。開催概要は以下の通りである。 
 
■ 目的：エネルギー分野の人材育成事例を収集し、育成策の方向性に関する示唆を得る
■ 日時：2008年3月26日（月）10時～17時30分  
■ 参加者：下記、エネルギー関連の産学官関係者32名 （詳細は資料3 p114参照） 
＜大学＞  京都大学、東京工業大学、九州大学 
＜企業＞  東京電力、大阪ガス、東芝電力システム、新日本石油、出光興産、 
日産自動車 
＜団体＞  自動車技術会、電気事業連合会、日本鉄鋼協会、石油産業活性化センター、
石炭エネルギーセンター、発電設備技術検査協会 
＜学会＞  電気学会、日本エネルギー学会、石油学会、自動車技術会 
＜研究機関・シンクタンク＞ 
日本エネルギー総合工学研究所、石油天然ガス・金属鉱物資源機構、 
電力中央研究所、日本エネルギー経済研究所、国立環境研究所、 
みずほ情報総研、三菱総合研究所 
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4.3 人材育成事例の収集結果 
ワークショップでは、テーマ毎の課題に沿った人材育成事例を披露し合い、その内容を理
解するための質疑応答や議論を深めることによって、エネルギー分野特有の問題の所在と育
成の方向性に関する示唆を得ることを狙いとした。以下に、紹介・論議された各事例から人
材問題と育成策のポイントについて要点をまとめた。（発表者スライドは資料3 p124～144） 
 
●テーマ1 資源開発（領域 #1） 
原子力開発、資源開発(産業・大学)、水素エネルギーに従事している立場から4事例の紹介
があった。以下に概要を示す。 
 
①原子力（財団法人日本エネルギー総合工学研究所）  
 国内におけるプラント建設数減少に伴って技術者が減り、大学での関連学科や科目も消
滅している。 
 産業界としては海外建設などの国際展開を図っており、これに対応できる人材が必要。 
 研究開発が長期に渡るため、長期のエネルギー政策やロードマップの提示と共有が必須。 
 
②資源開発（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構） 
 これからは特に、基礎科目（化学、数学、物理、化学）を熟知した人材が必要。 
 国際感覚は必須であり、体系的な育成策や場が必要。 
 
③資源開発（九州大学） 
 資源・エネルギー問題への関心の高まりとともに志望学生数・企業就職数は増加傾向に
ある。 
 海外インターンシップが充実しており、資源開発の現場実習を通した人材育成が学生の
一つのキャリア形成につながっている。 
 
④水素エネルギー（九州大学） 
• 新たな社会インフラ構築を考える人材が必要。 
• 大規模実証プロジェクトなどで国際的プレゼンスを高めることが、優秀な人材を呼び寄
せるためには有効である。 
 
●テーマ2 転換/製造～供給～利用（領域 #2） 
鉄鋼関連、石油資源開発、化石/再生可能エネルギー、電気関連、自動車関連、大学の教育
に従事している立場から7事例の紹介があった。以下に概要を示す。 
 
①鉄鋼（日本鉄鋼協会） 
 大学での冶金等の学科・科目はかなり前から消滅しているため、それを補うために産業
界として大学や社会人にセミナーや講座を実施し、これまで一定の成果をあげてきた。 
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②石油資源（財団法人石油産業活性化センター） 
 企業の研究投資が減少し、同時に石油と名のつく学科・科目も消滅した。それを補うた
めに産業から講師を派遣する講座を開設した。クリーン燃料やゼロエミッションなどの
研究フロンティアにも取り組んでいる。 
 
③化石・再生可能エネルギー（新日本石油） 
 企業ニーズや社会的背景を基にした産学組織連携を実施し、大学での融合研究領域創出
と研究フロンティア人材育成、異分野の知識融合を進めている。 
 脱化石燃料の視点でビジネスモデルの構築ができる人材が必要。 
 
④電力（電気事業連合会） 
 学生の電気に対する人気がないので学科・科目が消滅し、結果として次世代を担う者が
不足するという悪循環に陥っている。 
 この状況を改善するために、産学による連携スキームを立ち上げ、電気分野の将来像や
人材育成などについて議論する必要がある。 
 
⑤自動車（日産自動車）  
 会社に入ってからの早期戦力化のために、入社前からの教育プログラムを実施している。 
 これからの環境問題を考慮すると、自動車産業だけでなく、電力、道路、住宅、街など
社会システムを理解できる人材やその分野との強い連携が必要である。 
 
⑥自動車（自動車技術会） 
 初等教育からシニアまで、ものづくりエンジニアの系統的育成策を展開しており、現在
も継続している。 
 自らのアイデアの実現・開発全体の体験、国際交流・競争を通じた魅力とスキルの体得
を目指している。 
 
⑦教育（東京工業大学）  
• 学際的エネルギー科学研究者を養成するためのプログラムを実施している。 
• 自らが自主的に横断研究テーマを設定し、深い専門性と柔軟な知識を養成する。 
 
●テーマ3 社会システム・政策（領域 #3） 
社会情勢分析・戦略立案、環境ビジネス、政策展開に従事している立場から4事例の紹介が
あった。以下に概要を示す。 
 
①社会・エネルギー情勢分析および戦略立案（日本エネルギー経済研究所） 
 エネルギーに関する各種講座を、企業・官庁の関連人材育成を目的に実施してきた。 
 業界としてはコンサルティング業務に追われ、自主研究の頻度低下を懸念している。 
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 このような状況の中で人材を育成していくためには、学協会を中心に社会情勢やエネル
ギー戦略を議論する場が必要である。 
 
②ファイナンス・ビジネス（みずほ情報総研）  
 排出権取引等の環境対応ビジネスニーズが高まっているが、市場規模はまだ小さいので、
企業主導による人材育成は困難である。 
 一方、政策と併せてエネルギーを論ずることのできるアナリストも人材不足である。 
 大学の環境関連学科が百花繚乱だが、残念ながら現状のプログラムのままでは、卒業生
を企業は採用できない。 
 技術開発の将来像や国内外の経済情勢を俯瞰し、政策立案できる育成策と場が不可欠だ
が、具体的なキャリアパスについてはまだ明確にはなっていない。 
 
③政策展開〈スキーム・プロセス〉（財団法人発電設備技術検査協会）  
 エネルギー国家戦略を構築していくためには、国際協力・ルール化プロセスへの参加が
必須である。 
 資源探査を目的にした地質調査の実行部隊が必要である。 
 
④政策展開〈安全規制〉（財団法人石炭エネルギーセンター） 
 社会システムとして｢規制｣を有効にしていくためには、社会とうまくコミュニケーショ
ンできる人材が必須である。 
 そのためには、理系教育でも文系並みのコミュニケーション能力育成（ゼミ方式・ディ
ベート教育）を図る。あるいは英語をスタンダードにする。など思い切った方策が必要。 
 
 
4.4 人材育成策の方向性に関する示唆 
 これまでに行われた人材育成施策の中で、示唆に富んだ特徴的な取り組みの例として、次
の二つがあげられる。共通点として、「実際の物のイメージや実社会での活用現場を実感する
ことによって、エネルギー関連産業の成り立ちや研究開発の臨場感や感動を得ることができ
る」という点があげられる。他の分野でも実施可能な内容を多く含んでいる、有効な人材育
成事例と言える。 
 
●産油国へのインターンシップ（九州大学） 
 近年、資源開発現場が海外へ移行していることを踏まえ、実用的な資源開発技術者の育成
を目的とした海外インターンシップを充実させてきた(過去20年で100名以上を派遣)。我が国
の資源関連講座が閉講していく状況の中で、資源・エネルギー問題への関心の高まりも手伝
って、学生の資源工学への志望は急増している。就職状況も良く、石油・資源開発系への就
職先が伸びている。 
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●小学生からシニアまでの一貫育成策（自動車技術会） 
 自動車に関わる技術者育成のために、小学生からシニアまでの幅広い年代を対象にした育
成システムを構築してきた。例えば小学生には、デザインやものづくりなどを通してまずク
ルマという物を理解してもらう。また大学生には、レースを軸にクルマの産業プロセス（企
画・立案・プレゼン、製作・レース・評価）を体験してもらう。一方、転職や職務変更など
にも対応できる様、社会人への能力開発なども手がけており、各年代の技術者を段階的に育
成し、かつ、技術者の裾野を広げる工夫がなされている。 
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5 章  調査結果に基づく考察 
 
1.3 で示した本調査の以下の目的に沿って、これまでに得られた結果をもとに考察を行う。 
(1)エネルギー関連人材問題を俯瞰的かつ構造的に理解する。 
(2)これまでのエネルギー関連人材育成策の充足度を評価する。 
(3)これから必要なエネルギー関連人材育成策の方向性を見出す。 
 
 
5.1  エネルギー関連人材問題の俯瞰的かつ構造的理解 
 ｢人材育成｣には様々な側面からの捉え方があるが、我々は今回の調査結果全体から、図表
23に示すように、①分野の将来ビジョンを理解・共有した上で動機付けされる人材像、およ
び②そこに行き着くためのキャリアパス（業務経験のつながり）の設計、が重要であると考
えている。人材育成に関してこれまで得られた調査結果をもとに、この2つの視点からエネル
ギー分野に関わる人材問題を考察する。 
 
図表 23 エネルギー関連人材問題の構造 
長期の
ビジョン
■キャリアパスの軌道修正に関する戦略的な育成策の議論が不十分
今見えている
ビジョン
■方向性と目標に関しての社会的な合意形成が不十分
・我が国のエネルギー政策
・低炭素型社会への転換
・エネルギー関連産業の成長
・専門性の多様化・広範化
・国際化
①将来ビジョン
②キャリアパス
（業務経験のつながり）
ありたい
人材像
組織・個人の動機付け
・社会的評価
・自己実現の場
・金銭的報酬
ありたい人材像から想定される
キャリアパスの設計が必要
個別の業界・団体・学協会
などの枠組みの壁
 
 
 
5.1.1 ①将来ビジョンの理解と共有の必要性 
これまでの調査を通じ、「改善すべき問題として、エネルギー分野の長期ビジョン（方向性
や目標値、指針など）に関する社会的な合意形成への取り組みが不十分」との指摘が多くあ
った。我が国のエネルギー分野の長期ビジョンとしては、資源エネルギー庁が2006年5月に「新
国家エネルギー戦略」を公表している15。低炭素型社会への転換を目指し、中長期にわたる軸
のぶれない戦略的取組体制を官民一体で強化することや、エネルギー技術を支える人材の確
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保を戦略として掲げているが、必要な人材像や実際の育成策については具体的な言及が無い。
エネルギー自給率の低い我が国にとっては、原子力や再生可能エネルギーなど、将来のエネ
ルギー産業を牽引する人材の育成が不可欠であるが、今後多くの利害関係者との対話を踏ま
え、合意形成に取り組むことが急がれる。エネルギー分野は、社会を変革するための技術的
ブレークスルーを見出し実現するまでに、最短でも10年単位の研究開発期間を要する。ぶれ
ない中長期エネルギー戦略を踏まえた長期間の人材育成策として、計画・実行することが重
要である。 
 
5.1.2 ②キャリアパス（業務経験のつながり）の設計 
エネルギー関連人材のキャリアパスとして、専門性の多様化、広範化および国際化などの
点を強化する必要があることは認識されている。しかし、その具体的な方策については、エ
ネルギー分野内の業界内・専門分野内で閉じた取り組みが多かった。また、大学が産業界へ
送り込む人材要件について、双方に見解のギャップが存在した。入社後にその業界に則した
育成方法を構築している産業側と、社会・産業ニーズを先取りして学際的な教科履修を展開
しようとしている大学側との間には、あるべき姿を共有するための本質的な議論が不十分で
あることがわかった。しかしながら、エネルギー関連人材としてのあるべき姿を検討するた
めには、前記①に示したように、明確な長期ビジョンや戦略・計画が不可欠である。長期ビ
ジョンが示されることで、それを実現するための魅力的な組織や、個人のありたい姿を動機
付けとともに明示出来るようになり、キャリアパス設計に関する議論がはじめて可能となる。 
 
 
 
5.2 これまでのエネルギー関連人材育成策の充足度評価 
5.2.1 ワークショップで提示された視点に基づく評価 
このように、現在のエネルギー分野に起きている人材問題は、単なる人材育成の問題だけ
ではなく、エネルギー産業構造やエネルギー利活用社会システムという観点で、長期的なビ
ジョンや目標が、広範な利害関係者内で十分共有されていないことに起因している。 
我が国として多くの利害関係者が長期ビジョンを共有するために、産学官としてやるべき
方策は何かということについて、次のように検討した。 
以上の①将来ビジョンの理解と共有、②キャリアパス設計という二つの重要な視点から、
これまでエネルギー分野で取り組まれてきたことについて、ワークショップ（Phase 3）で示
した領域毎に評価を行い、図表24に判断結果としてまとめた。 
それぞれの評価軸の指標は4段階で示し、棒が右側に長いほど理想的状況であることを意味
する。「①将来ビジョンの理解と共有」の形成度合いについては、エネルギー分野で実施され
てきた研究内容や学会・シンポジウムでの議論、また実施中の政策・施策などを踏まえ、総
合的に評価した。「②キャリアパス設計」の検討状況については、ワークショップ（Phase 3）
における人材育成事例、その他実施中の人材施策などを考慮し、総合的に評価した。 
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●「①将来ビジョンの理解と共有」に向けた取組み 
図表24に示す領域#1では、再生可能エネルギーを含む多くのエネルギー種個々の推進施策
などは存在し、我が国が目指すべきエネルギーミックスや必要な革新技術について示されて
いる。しかし、そのために必要な人材像については、質および量の両面で方針（シナリオ）
が示されていない。 
「IPCC第四次評価報告書」16や「CoolEarth-エネルギー革新技術計画」17で述べられている
低炭素社会シナリオなどの提言により、温室効果ガス削減に対する議論が、多くのシンポジ
ウムで盛んに行われるようになってきた。また、低炭素社会に向けた国際的なシナリオ形成
によって、我が国でも学際的な検討がスタートしている。領域#3はまさにこれらを議論する
領域であり、“将来社会シナリオの提示”の段階にまで進展していると判断できる。しかしな
がら、例えば、温暖化ガス排出量を半減するという目標を実現するための具体的な目標値や
道筋については現在模索中であり、産学官民すべてを交えた目標･方針の社会的合意に至って
いるとはいえない。 
 
図表 24 人材育成策の充足度評価（多様性の視点） 
①将来ビジョン ②キャリアパス
（業務経験のつながり）
目標・方針
の社会的
合意形成
個別の
学会・
業界での
目標議論
将来社会
シナリオ
の提示
（ﾏﾙﾁﾊﾟｽ）
個別の
政策・
施策の
実行
個別の
学会・業界
内（国内）
学会・業界
や国籍を
超える経験
異なる
学会・業界
での経験
個別の
学会・業界
内（海外）テーマ
#1 資源・開発
科学技術確立までに
時間がかかり、
政策支援が
不可欠な領域
#2 転換/製造～
供給～利用
産業界主導で
ある程度進展する領域
人材育成
二つの
指標
#3 社会システム・
政策
社会還元のために
不可欠、かつ議論が
不十分な領域  
 
●「②キャリアパスの設計」に向けた取組み 
キャリアパス設計という観点からは、図表24に示すように、どの領域の人材育成策も個別
業界内での閉じた育成策がほとんどである。“異なる学会・業界での経験”までには至ってい
ない。ただし、領域#3では、社会科学、金融・経済、技術などを広範に手がけるシンクタン
クにおいて、若干の方策議論が開始されたところである。 
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5.2.2 ライフサイクル上の取り組み 
 本調査で収集した人材育成事例（資料3  p113～144）および省庁におけるエネルギーに関
連する分野への取り組み事例（参考資料 p147～165）から代表的なものを抽出し、その育成
内容を図表25にまとめる。各育成策が対象と想定している育成段階については、図中横軸の
ライフサイクル上に範囲で示している。この図から示唆されるように、既に各領域では、多
くの人材育成の取り組みが行われており、それらの施策が奏功して、現在は人材問題が解消
されつつある分野もあると言える。  
特に、これまでの取り組みは、大学・大学院段階での育成支援策が多く、各業界内でトッ
プクラスの研究・開発者による講座を設けることや、企業がインターンシップを受け入れる
ことなどが主であった。産業界での人材育成の取り組みとしても、個別業界内の学協会によ
る講座開設、能力開発支援やシニア再活用による技術継承推進などが見られた。一方で、小・
中学校～高校での育成施策は少ない。 
 
図表 25 人材育成策の充足度評価（ライフサイクルにおける位置付け） 
小学 中学 高校 高専 大学院 企業 社会人 シニア
大学 修士 博士 ポスドク
対象となる
育成段階人材育成事例
鉄鋼（事業団体）
石油資源（財団法人）
化石・再生可能エネルギー（産業）
電力（事業団体）
自動車（産業）
自動車（学会）
教育（大学）
セミナー
リレー講座
研究テーマ探索
パワーアカデミー
早期教育（入社前）
デザイン教室、ものづくり体験 手づくり自動車 学生フォーミュラ大会 能力開発支援 シニアエキスパート
学際化プログラム
資源開発（独立行政法人）
資源開発（大学）
水素エネルギー（大学）
大学間連携授業 技術継承
産油国へのインターンシップ
水素に特化した地域施設、授業
エネルギー基礎講座、夏期大学社会・エネルギー情勢分析
（シンクタンク）
原子力人材育成プログラム
エネルギー・コミュニケーター制度 ←同制度
文部科学省・経済産業省
経済産業省
Phase3 ワークショップの事例
実施中のエネルギー人材関連施策
●ケース#1
●ケース#2
●ケース#3
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5.3 これから必要なエネルギー関連人材育成策の方向性  
以上のように、既に多くの人材育成策が実施されていることが改めてわかったが、具体的
には、以下のような状況にあると言える。 
 人材育成（キャリアパス設計）に関する活動が業界や専門領域内で閉じている（図表24）。 
 人材育成策の多くが大学・大学院の段階に偏っている（図表25）。 
 
エネルギー分野では、専門性の多様化と広範化、および学際的な取り組みを強化していく
ことが今後必須とされるが、そのためには個別の学会や業界の枠組みを超越した連携が求め
られる。さらにこの連携は、子供から学生、社会人、シニアまでのライフサイクル上のあら
ゆる時期でなされるべきであり、このことがすなわちこれからのエネルギー関連人材に必要
なキャリアパスにつながるものと考える。 
以上の点を改善するために、次のような人材育成の方向性が望ましいと考えられる。 
 
5.3.1 業界や専門領域を超えた活動連携（図表 26） 
（１）業界や専門領域を超えた業務と人材交流 
 エネルギー分野においては、これまでの活動や人材育成（キャリアパス設計）は、業界や
専門領域内で閉じていた。このため、単独の立場では解決が困難な課題が顕在化し始めてい
る。例えば、将来の自動車開発を考えた場合、1次エネルギー源の問題だけでも、化石燃料か
ら原子力や再生可能エネルギーまで広がり、エネルギー多様化の時代を迎える。最近では電
気自動車の研究開発も進展し、社会に適用するための実証実験も始められている。しかしな
がら、現状のテーマ設定は、自動車と電力に関わる各企業間の取り組みや、企業と行政との
個別連携による検討に留まっており、将来のまちの交通や暮らしのおけるエネルギーインフ
ラを含めた社会システムを変革する議論までには至っていない。このような、これまでの業
界や専門分野から見て互いの境界領域に位置する扱いにくいテーマ、あるいは全体を包含し
社会システムの変革を伴う俯瞰的かつ横断的テーマは、国レベルで具体的に特定され、関連
する団体によって業務と人材の交流が図られるようにすることが望まれる。中には産業界の
みで連携可能なテーマ、産学官全体での連携が不可欠なテーマなど、様々な種類があるが、
これらを推進する際には、人材流動を伴う積極的な交流まで踏み込む必要がある。これまで
誰が検討するのか不明瞭であった境界領域の問題に対して産学官が連携し、業界や団体の枠
組みを超えて業務経験をさせる戦略的なキャリアパスを設計し、そのことによって人材を育
成していくことが必要不可欠である。 
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図表 26 バリューチェーンにおけるキャリア構築の考え方（例）
 
 
（２）異分野の交流を促進するための場の設定 
 上記（１）で述べたような、一企業あるいは一業界の枠を超えて重要な研究テーマは、国
として特定し、取組むべきであろう。しかし、そのようなテーマの候補を選定し、また特定
された後の議論を牽引するためには、政府だけではなく、学協会においても学術的議論を展
開する場を設けることが必須である。具体的には、複数の学協会の間でジョイントシンポジ
ウムやワークショップなどを通して、学協会以外の多くの利害関係者らとも対話を進め、社
会的合意に向けた醸成を図っていく場が必要である。また、エネルギーに関する人材問題が、
重要課題であることを象徴的に認知させるために、新たな連携母体・機関を設置することも1
つの方策であろう。国際機関との連携も必須であることは言うまでもない。従来、国家プロ
ジェクトは分野横断的なリーダーを育成してきた。新たな連携母体を活かした人材育成は、
人材問題に対して大きな効果があるものと期待され、政府は積極的に支援していく必要があ
るだろう。 
 
5.3.2 ライフサイクル上考慮すべき人材育成策（図表 27） 
（１）エネルギーに関して総合的な視点を醸成させる早期教育 
エネルギーの資源や技術に関する知識のみならず、エネルギーによって作られる製品やサ
ービスなども含めた総合的な視点を、小中学校の段階から総合的に学習し、実物にも触れる
機会を設けることが人材の早期育成として効果的である。初等教育でこのような機会が実現
すれば、実社会におけるエネルギーの重要性や位置付けを、身近な生活体験の中で実感する
ことが期待できる。特にエネルギー消費削減は、地球温暖化や生態系、また環境リテラシー
などの側面からも重要であるため、環境・エネルギーの総合的な教育が、より望ましい。 
このような活動は既にいくつかの小中学校で実施しているが、一部だけではなく全国的に
実施されることが望ましい。また、エネルギーを理解するには、複数の教科にまたがる知識
を用い、エネルギーに関わる技術が実社会でどのように役立ち、生態系などの環境に対して
どのような影響を与えているのか、総合的かつ体系的に教える必要がある。そのためには、
学校の教育者・指導者と広範な関係者が連携して方策を策定していくことが肝要である。例
リユース
リサイクル
エネルギー
利用
エネルギー
供給
エネルギー
転換
エネルギー
資源開発
科学・技術
単独
産業
レベル
社会
システム
行政・政策
社会へ の普及段階
エネルギーの利用段階
A B C D E
a
b
c
d
ケース#2ケース#１
キャリアパス キャリアパス
ケース#3
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えば、教師に対するエネルギー教育、あるいはエネルギー分野の研究者を教師として招聘す
るなどの対策が望まれる。 
高校までの段階では、人類の経済活動の源となるエネルギーについて、国内のみならず、
国際的な政治・経済情勢とも関連付けて理解できるようになることが望ましい。また、この
ような総合的な環境・エネルギー教育を通じて、エネルギーの重要性のみならず、研究の面
白さを実感し、大学進学時にはエネルギー関連分野を専攻する学生が増えることを期待した
い。 
 
（２）新たなプロフェッショナルの育成 
 エネルギーに関する科学・技術については、今まで以上に更なる進展を目指し、我が国と
しての強みを構築していくことが大事である。しかし現在の問題として、特に現実社会の中
で、環境と経済を両立させるためのエネルギー関連テーマを設定できるようなリーダー人材
が不足している。このような人材の育成のためには、大学以降のライフサイクルにおいて、
“新たなプロフェッショナル”を作っていく必要がある。これに該当する人材とは、例えば
産学官やNGO、NPOなどの中で幾つかのキャリアパスを経て創られる人材であるが、必然的に
その育成には時間がかかってしまうため、戦略的なキャリアパスの設計が必須である。また、
一企業あるいは一業界の枠を超えた人材育成のマネジメントも求められる。もちろん、国際
的舞台での経験も重要になってくることから、ツールとしての英語力のみならず、グローバ
ルに通用する交渉能力、多様な文化に対する理解や適応力、などを持つことも必須である。 
 
図表 27 ライフサイクル上考慮すべき人材育成策 
小学 中学 高校 高専 大学院 企業 社会人 シニア
大学 修士 博士 ポスドク
社会
環境 経済
実社会における
エネルギーの利活用形態 と
その結果作られる
製品やサービスを理解させる
エネルギーに関わる専門性の
深化に加え、環境・経済・社会
分野と関わる領域の拡充を図る
エネルギーの利活用形態
製品 や サービス
理解者の育成 プロフェッショナル領域の拡充
エネルギーの利活用
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5.3.3 座談会による意見交換 
前述した通り、エネルギーに関連する人材の専門性の多様化と広範化、および学際的な
取り組みを強化するためには、個別の学会や業界の枠組みを超越した連携が必要である。
また、人材育成には、将来ビジョンを共有する必要性も指摘されている。そこで、これま
での結果をもとに、提案をより具体化するために、当初より本調査にご協力いただいた方々
を招いて、座談会を実施し議論を深めた。座談会の概要は、次の通りである。 
 
■ 目的：これまでの調査結果報告と以下の2点について具体的方策の道筋をたてる 
① 将来ビジョンの共有がないために生じている大学と産業のミスマッチ 
② 枠を超えた連携と俯瞰的議論を進める場の創成 
■ 日時：2009年3月31日（火）13時30分～20時30分 
■ 参加者：エネルギー分野関連の産学官関係者15名 （詳細は資料4 p146参照） 
＜大学＞        工学部系(機械、資源、原子力、エネルギー科学)  
＜企業＞        エネルギー関連企業（電力、ガス、石油、石炭、重工業）
＜学協会、研究機関＞  学協会：日本エネルギー学会、電気学会、鉄鋼協会 
            研究機関等：エネルギー系、銀行系の研究所 
＜官庁＞        経済産業省 
 
座談会では、最初に事務局からこれまでの結果をまとめた「報告書案」の概要を説明し、
本調査で明らかとなった結果や考察について説明した。次に各参加者からの意見を収集した。 
 
 
●本調査に対する提案、助言 
これまでの結果について議論し、新たな視点として出された意見は以下の通りである。 
 
①企業での人材育成も重要 
 人材育成に関する活動が、業界や専門領域の分野を超えて行われることは重要であるが、
分野内あるいは企業における人材育成も従前通り必須である。 
 ライフサイクル上の育成という言葉があるが、ここでの人材育成は、産業競争力や職業
人としての育成であり、生涯学習ではないと考える。新卒人材の質の向上も大切である
が、まず組織内で誰もが60点を取れる教育システムを構築することが先決である。 
 
②人材育成には業界全体で積極的に関与する 
 必ずしも企業と大学のミスマッチという問題はエネルギー業界特有の問題ではない。し
かし議論する場が必要だというのは同感であり、その1つの場として学協会を活用してい
くべきだろう。学協会をハブとするという書き方からもう一歩踏み込んで、例えば、企
業の人が学生に接触して直接育成できるような場など、具体的な形を提示してはどうか。 
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③国際的センスを身につける 
 エネルギー人材問題の全ての解決策にならなくても、俯瞰的に物が見られて、国際的な
感覚があり、語学ができる人材が多数輩出されることは、昨今の状況を鑑みて望ましい
ことである。 
 
④興味を持たせる 
 科学や技術に興味を持つ人を増やす方策が重要である。この報告書は、エネルギー分野
をリードする少数エリートの育成方策と理解される。エネルギー分野の人材育成で大学
が担う役割、また少数エリートが将来活躍する場面をより明確にしてはどうか。 
 
⑤道徳心の向上 
 金銭などの処遇を求めるだけの人材ではなく、高い道徳心を持つ人材を育成できないか。
昨今、本来持つべきモラルの低下が感じられ、この点についても取り上げてはどうか。 
 
●提案に対する意見  
その後、今回の調査の結果に基づいた、前述した事務局の提案である、次の 2 点について
話し合った。多様な意見が出されたが、特に多かった意見についてのみ以下に記す。 
 
①将来ビジョンの理解と共有の必要性 
この問題の認識は「将来ビジョンの共有がないために生じている大学と産業のミスマッ
チ」である。このテーマに対して、多くの意見が出されたが、特に下記の点は参加者全員
の共通認識といえる。 
 国が主体となって具体的目標を定め、合意形成を行うことが重要である。 
 その合意形成のために、企業、教育機関、国などによる議論の「場」が必要である。 
 
②業界や専門領域を超えた活動連携 
ここでは、「枠を超えた連携と俯瞰的議論を進める場の創成」について、話し合った。以
下に記す意見に対しては、ほぼ全員の合意を得た。 
 創生される「場」については、上記の合意形成のほか、参加者全体あるいは個別の情報
交換、人材交流への役割が期待される。 
 また人材問題に関する課題解決策の策定・実践、政策提言も含めた適切な情報発信も行
うことが必要である。 
 その場には、問題意識を有する多くの参加を求めることが重要である。若手研究者や学
生、一般市民なども含め、広く参加者を求めるべきである。 
 
ただし「場」をどの機関が主導すべきかについては、学協会、国あるいは地方自治体に
期待するなど、異なった多くの意見が出され、それぞれの立場による認識の違いから、全
員の合意には至らなかった。 
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6 章  まとめ 
 
エネルギー分野における人材問題の所在と育成策の方向性について、本調査で得られた知
見や方向性について、以下のようにまとめた。 
 
1. エネルギー分野特有の人材問題 
1.1 将来ビジョン共有に関する問題 
 従来からエネルギー分野では中長期目標やロードマップなどを個別技術毎に策定しており、
さらに最近では、低炭素社会実現に向けた学際的な検討もスタートしている。温暖化ガス排
出量を半減するという目標を実現するための具体的な目標値や方策について模索を始めたと
ころである。しかしながら、低炭素社会への転換に向けた国民の合意形成のために、産学官
民から多くの利害関係者を交えた活発な議論が随所で実施される、という段階には至ってい
ない。かつては将来の長期ビジョン（国としての方向性や目標値、指針など）に関して社会
的な合意形成が不十分であったため、特に次世代のコア技術構築に長期間を要する研究開発
現場で、計画的な人材育成策の実施が困難となっていることが本調査で分かった。 
 
1.2 キャリアパスに関する問題 
 エネルギー関連人材のキャリアパスとして、専門性の多様化・広範化、および国際化など
を強化する必要があることが認識され、様々な育成策が実施されているが、その実施範囲は
エネルギー分野の業界内・専門分野内で閉じた取り組みが多かった。また、大学と産業界が
考える人材要件について、双方の見解のギャップの存在も明確となった。入社後、業界に則
した育成方法を構築している産業側と、社会・産業ニーズを先取りして学際的な教科履修を
展開しようとしている大学側との間には、理想とする人材像を共有するためのコミュニケー
ションが不十分であることもわかった。このコミュニケーション・ギャップを互いに認識で
きないと、長期的な人材育成に必要なキャリアパス設計ができない。 
 
1.3 ライフサイクル上の問題 
 これまでの人材育成策の取り組みは、大学・大学院段階での育成支援策が多く、各業界内
でトップクラスの研究・開発者による講座を設けることや、企業がインターンシップを受け
入れることなどが主であった。産業界での人材育成の取り組みとしても、個別業界内の学協
会による講座開設、能力開発支援やシニア再活用による技術継承推進などが見られたものの、
将来のエネルギー分野を牽引するリーダーを輩出するための戦略的な育成策は見られなかっ
た。他方、小・中学校～高校での育成施策は少ない。 
 
2. 今後の人材育成の方向性 
これらの問題を解決するためには、専門分野や企業・業界の枠を超えた連携と産学官民を
交えた多様な議論を行い、将来ビジョンとセットでキャリアパスなどの人材育成策の制度設
計をしていくことが求められる。特に将来ビジョンを共有するためには、政府だけではなく
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学協会において学術的議論を展開することが重要である。学協会以外の多くの利害関係者と
も対話を進め、社会的合意を醸成するための新たな連携の「場」を仕組みとして機能させる
ために、政府は積極的に支援していく必要がある。 
 
2.1 短期的な人材育成策 
産学が学術的議論を共有している既存の学協会を中心として、複数の学協会間、あるいは
業界間の積極的な意見交換を行う施策が効果的である。今回実施したような、エネルギーに
関連する産業界と学協会が一堂に会して、各々の人材育成への取り組みを披露しあい、問題
点を共有し、エネルギー分野全体としての視点で人材育成策を検討することが望ましい。そ
の施策のスタートに際しては、今回のような行政あるいは政策決定者による呼びかけに加え、
場を形成するための資金的支援なども有効である。さらに、これまでの業界や専門分野から
見て互いの境界領域に位置する扱いにくいテーマ、あるいは全体を包含し社会システムの変
革を伴う俯瞰的かつ横断的テーマは、国レベルで具体的に定め、関連する団体によって交流
が図られるようにすることが望まれる。産業界のみで連携可能なテーマ、産学官全体での連
携が不可欠なテーマなど、様々な種類があるが、これらを推進する際には、産学官が参加し
て戦略を検討する場として、既存の学協会や研究会などが候補になるであろう。 
 
2.2 中長期的な人材育成策 
大学院・社会人以降では、今後不可欠となる人材要件として、国際的舞台での議論や政策
提言まで可能なスキルも有するプロフェッショナルを育成する施策が求められる。例えば、
海外でのインターンシップなどOJT（on the job training）の機会を与えることも重要であ
ろう。このようなプロフェッショナル人材を育成するには、業界や団体の枠組みを超えた業
務経験をさせる戦略的なキャリアパスが不可欠であり、国レベルでの人材育成マネジメント
が望まれる。このようなプロフェッショナルを育成する前提として、まず前述したような長
期ビジョンや、それを実現するための重要研究テーマの特定が不可欠である。その際、テー
マの選定や議論の牽引には、学協会の役割が期待される。複数の学会によるジョイントシン
ポジウムやワークショップ、あるいはエネルギー分野の新たな枠組みに応えるために専門の
調査研究母体や機関を設置することが、学術的議論を活発にすると同時に、プロフェッショ
ナル人材育成のための知識のハブとして役割を果たすものと考えられる。 
一方、小学校からの環境・エネルギー教育を強化することによって、実社会におけるエネ
ルギーの重要性や位置づけを、身近な生活体験の中で、誰もが実感できるようにしていく必
要がある。高校までの段階では、人類の経済活動の源となるエネルギーについて、国内のみ
ならず、国際的な政治・経済情勢とも関連付けて理解できるようになることが望ましい。 
 
本調査で実施したような、エネルギー分野内のあらゆる領域の専門家を交えた座談会等の
場が、エネルギー分野を活性化させ、人材育成にもつながる、との意見が多く寄せられた。
今後も政府がこの様な連携の機会を作っていくことが望まれていることから、関係者間のコ
ミュニケーション手段としても有効であると考えられる。 
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■ 1. 専門家座談会 （2007年3月） 
 
＜座談会協力者＞ (あいうえお順) (2007年4月時点) 
 
Jen-Shih Chang McMaster 大学 名誉教授 
天野 稔 東京電力（株）総合研修センター 技術研修部長 
岡村 潔  東京ガス（株）技術戦略チーム チームリーダー 
小原 健司 金沢工業大学 工学部電気系電気電子工学科 教授 
大木 良典 三菱重工業（株）技術本部 技術企画部 主幹部員 
菊池 英一 早稲田大学理工学部（石油学会会長） 教授 
国吉 浩 東京工業大学（産学連携推進本部企画部門長）教授 
佐藤 正之 群馬大学 工学部生物化学工学科 教授 
坂田 興 （財）エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部部長・副主席 
  研究員 
四方 哲夫 バブコック日立（株）企画本部 副技師長 
高田 達雄 武蔵工業大学 名誉教授 
谷口 一徳 出光興産（株）産業エネルギー部石炭研究所  所長 
竹内 哲夫 原子力学会シニアネットワーク 会長 
仁田 周一 サレジオ工業高等専門学校 教授 
仁田 旦三 東京大学大学院研究科工学部電気工学専攻（電気学会会長代理）教授 
西田 靖 宇都宮大学 副学長 
根津 紀久雄 北関東産官学研究会 会長 
長谷川 裕夫 （独）産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 副研究部門長 
藤井 光 九州大学 大学院地球資源システム工学 助教授 
藤山 寛 長崎大学 大学院生産科学研究科 教授 
藤田 成隆 八戸工業大学 大学院工学研究科 電気電子工学専攻 教授 
藤本 元 同志社大学 工学部 機械系学科 教授 
堀内 則量 武蔵工業大学工学部 原子力研究所所長 教授 
松橋 隆治 東京大学大学院 新領域創成科学研究科環境システム学専攻（エネル
  ギー・資源学会理事）教授 
美馬 のゆり はこだて未来大学システム情報科学部情報アーキテクチャ学科 教授 
森光 信孝 トヨタ自動車㈱BR エネルギー調査企画室 シニアスタッフエンジニア 
持田 勲 九州大学 産学連携センター 特任教授 
門田 淳子 東京大学産学連携本部 産学連携コーディネータ 
山地 憲治 東京大学大学院 工学系研究科電子工学専攻 教授 
横山 茂 (財）電力中央研究所 首席研究官 
吉田 正寛 新日本石油（株）研究開発本部 研究開発企画部 部長 
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出典: CSTP ホームページより 
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出典: CSTP ホームページより 
出典: 総務省統計局「科学技術研究調査報告」 
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出典: 総務省統計局「科学技術研究調査報告」 
出典: NISTEP report No.73 [科学技術指標] 
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出典: NISTEP report No.73 [科学技術指標] 
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2007 年度の入試結果 
 早稲田大学 前年比 13%増 125,686 人 
明治大学  前年比 20%増 101,237 人 
法政大学  前年比 35%増  89,569 人 
 
今年度の特徴として、 
 国・公立大学の志願者減と、私立の難関大学は人気増、と二極化がみられた。 
 さらに、”文高理低”が明白化。 
 志願者総数は、昨年度比 7.6%増。 
 文系で最も増加したのは、政治・政策系で、16.3%増。 
 理工系は、11%増加。人気の高い大学が大きな改革をしたのが要因とみられる。 
 
 
さまざまなニュース、データをもとに作成  
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■座談会参加者からの発表資料 
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■専門家ネットワークを活用した電子会議 投稿意見の収集結果 
 
テーマ：エネルギー分野人材に関する現状把握 
期間：2007 年 6 月 29 日（金）～7月 9日（月） 
投稿数：69 件(エネルギー 15、環境 13、ものづくり 10、ライフ 10、情報 6、 
社会基盤 5、ナノテク・材料 5、フロンティア 5) 
 
 二つのテーマ（日本の強みと変化、強化すべきこと）に関して、意見を収集した。 
以下に得られた結果を示す。 
 
1. エネルギーの中でも、これまでどのような研究によって、日本の強みがもたらされてき
たのか。それが近年どのような変化が見られるか。(例: 資源を有効活用する研究によって、
省エネ技術が進んだ。しかし最近は資源分野の研究者が減少している。など) 
 
 
【強み】 
環境との共存 
■環境問題をベースにしたクリーンエネルギーの活用 
・LD転炉の実用化や、近年の火力発電におけるコジェネシステムの導入 
・脱硫装置や脱硝装置（脱硝触媒）などは世界的にもトップレベル技術 
・家畜廃棄物を利用したメタノール生産、炭化、ガス化、メタン発酵等による発電 
■省エネ 
・エンジンの低燃費技術開発 
-ハイブリット型自動車の実用化 
-高速鉄道技術 
-低公害性のエンジン 
-触媒開発 
・民生部門での低エネルギー消費機器の開発 
・家畜の生産性向上技術の開発によって間接的にエネルギー消費を抑制 
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  ものづくり 
■研究 
・原子力 
-軽水炉の技術 
-原子力利用による水素製造、高温ガス炉を利用したメタノール合成プラント 
-原子力関連（放射線・安全技術も含む）技術の高さは世界に誇る 
・ガスタービンの開発 
-1500℃級のガスタービン 
-化石燃料を改質した水素を使う水素エンジンやガスタ－ビンの研究 
-太陽電池、燃料電池等のエネルギー発生装置の研究 
-水素化精製技術、特に水素化脱硫技術 
-石油製品を製造する技術や製品の品質 
■人材 
・日本人の精密的な知能と技術 
・機械工学（熱力学、流体力学、材料力学、機械力学）を学んだジェネラリスト 
・基礎的な領域においても優秀な人材が存在 
■企業 
・省エネ先進国意識が製造業全体に行き渡っている 
・技術志向が強く、細部に亙る効率向上策の立案と実行への努力が行われた 
・社員の効率向上意識が経営側の以降とほぼ一致 
・生産性向上を最重視し、目先の商業主義的な利益追求は次善の課題としてきた 
・建設機械自体のエネルギー消費が低減され、効率的配置によるものづくり 
・商品競争力の向上やコストの削減の観点を常においている 
・太陽電池の生産は世界の4割以上を占め、新技術の開発も進んでいる 
 
基盤・システム・社会 
■電力システム（発、配電システム) 
・送配電技術 
・大型の発電設備などの研究 
・地熱発電は地域のエネルギー供給源であり、地域経済に貢献 
・開発の過程で、探査・掘削技術、貯留層評価技術が飛躍的に向上 
■燃料電池実用化推進協議会等の場で産学官の取り組み 
■エネルギー資源確保戦略の強化 
■原子力、環境、化学の分野は高レベル 
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【変化】 
R&D 
■農業工学（特に農業機械系）研究・技術分野は、オイルショック時に、バイオマス、
自然エネルギー利用などの研究・開発が広く行われた 
・成果が実用化される前に縮小 
■薄膜太陽電池の研究に核融合を目指していた多くのプラズマ研究者が参入して、基
礎的な部分で活発な研究が行われた 
・産業界の製品づくりに反映された 
■高効率発電装置の日本の優位性はかなり希薄 
■結果が早く出せる研究テーマにシフト 
■分散型独立電源を主とする小規模な発電装置の開発をおこなう研究者の増加 
 
企業 
■石油精製企業における人員削減 
■特許化や事業化などの方が優先 
・技術者は従来の高い技術に対し、大きな制約と課題を押し付けられている 
■電力会社が研究開発投資を行い、重電の技術が発展してきた経緯があり、規制緩和
を契機に電力会社の R&D 投資が年を追い減少 
・重電機メーカーの開発をサポートできなくなった 
■自国の資源を適切に理解している技術者が少なくなった 
■ものづくりに関わる研究をしていることへの喜びがなくなりつつある 
・本来の実験の苦労やそれの克服、あるいは直接製品をつくらないことが原因 
 
社会 
■産総研における機構改革 
■省エネルギーの余地の減少、エネルギー価格の上昇、原子力の見直し 
■エネルギーの多様化、国家主導によるエネルギー/資源戦略の活発化 
■民間・大学ともに原子力、化学、環境研究者は減少 
 
教育 
■大学における金属工学の講座は殆どなくなった 
■電力工学の研究者数は確実に減少 
■電気機器やその制御を専門とする研究者も非常に少なく，教育もままならない状況
■原子力分野を若い学生に教育できる教官・研究者の数が激減 
■化石燃料系の大学での研究者が減少 → 「バイオマス」関連にシフト 
■放射線科学の研究者は完全にいなくなりつつある 
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■大学における研究者間の業績（論文）競争の激化 
2. 今後もエネルギー分野の強みを維持・向上するために、特に力を入れるべきことは? (例: 
学会の強化ならびに学会間の連携、遺伝子組み換え研究者や国際政治学者、食料に関する研
究者を増やす、など) 
 
【研究分野】 
環境 
■人体に悪影響を与える紫外線の基礎研究をゲノムレベルで実施 
■調和した総合環境ハイブリット技術のアプローチ 
・ポスト地球シミュレータによるエネルギー需要予測、エネルギー輸送を環境問題と
リンクさせ考慮 
-海面上昇、二酸化炭素の吸収等エネルギーに関連する地球環境の課題 
■増える CO2を効率よく光合成等に利用 
 
  資源 
■オイルサンド合成油などの技術開発、特に地層内回収技術の改善が重要 
■天然ガスを原料とする GTL や石炭液化技術の向上とコスト削減 
■海洋石油天然ガスやメタンハイドレート等のエネルギー資源開発 
 
  材料 
■電気を用いて無機物から安価に航空機用燃料や薬品基礎素材などの製造技術の
研究開発を推進 
■熱電変換材料 
・廃熱利用 
■希少資源に対応するための新規金属材料開発 
・希少材料を使用しないモータの研究開発 
・従来より一桁発電力が大きな電池の開発 
-色素増感太陽電池 
■ナノテクや MEMS などを活用し高効率にエネルギーを生成する研究 
■摩擦という分野を材料化学の分野から支援 
    
  電力・電源 
■小型電源 
・地域性を重視した分散型エネルギー資源の開発 
・再生可能エネルギーを利用した分散型独立電源の拡大 
■原子力・火力等における高経年化プラントの維持・安全運転に係る検査技術の大幅
な強化 
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■自国でエネルギー生産して内需拡大率を向上 
・石炭ガス化など民間・大学ともに強化 
・エネルギー生産に関わる技術開発 
-原油や必要な石油成分を組み換え生物を構築して生産させる 
-ガスタービン、ガス化炉など 
  
  省エネ 
■推進 
・家庭レベルでの強化 
・内燃機関のより一層の効率化・高性能化 
-ハイブリッド自動車、CO2ヒートポンプ、家電製品の省エネ化 
-NaS 電池、リン酸形燃料電池 
-海洋での活動の中にも省エネを普及させる 
■自律型省エネルギー政策 
■省エネ技術の海外移転 
■「熱」の観点から議論や研究をする 
 
  原子力・核融合 
■温暖化問題は地球規模なのに対して核汚染はローカル 
■高速増殖炉の推進 
■核融合の技術の推進 
   
水素エネルギー 
■水素エネルギー（燃料電池）の発生、輸送および貯蔵に関する技術研究に対して、
国を挙げて注力する 
■燃料電池の燃料に DME を使用 
■電気自動車に関する技術の向上 
■貴重な輸入石油を可能な限り効果的に水素化精製する技術の開発 
 
  自然エネルギー 
■太陽エネルギーを有効に利用 
-効率的な光合成産物の利用 
  -バイオエネルギー生産系の確立 
-食糧問題を踏まえ慎重な対応が必要 
■海洋 
-海洋開発に対する長期のビジョンを持った活動が官学民の各界に望まれる 
-莫大な海洋自然エネルギー、海水溶存ウランやレアメタル等のエネルギー・資源
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の課題を長期的視野に立って地道に追求する 
-海水からの熱回収技術 
■地熱 
  -地元の理解を得る努力、そしてコスト削減に一層努めるべき 
  -バイナリー発電は、大気中での水分放出がゼロ 
  -地下潜熱を電気エネルギーに直接変換する 
  -スイス、フランス、オーストラリアでは計画が進行中 
■自然エネルギーの変換効率向上 
 
  バイオマス 
■森林 
・森林の育成と管理に対して、年間 7兆円近くの対策を投資する 
-栽培・森林管理から産業にわたる木材糖化関連分野の基礎・技術研究 
-森林基盤整備，搬出システム，効率的な発電システムを開発整備 
-木材糖化システム等樹木を利用した研究開発を推進 
-雑草や廃材などの植物繊維(リグノセルロース)からの製造技術開発 
■食料 
・人の食料と競合しない稲ワラや廃木材を原料としたエタノールの生産の推進 
・人の食糧問題、家畜の飼料問題との共存を目指す技術開発 
・農業 
-農業用水を利用したコンパクトな発電の汎用化システム研究 
-農業そのものが自然エネルギーを有効利用した環境にやさしい産業であることの
再認識と、それがエネルギー消費型産業に姿を変えてしまったことに対する社会
的な議論を喚起する 
■効率的に排水から純水とエネルギーを生成するバクテリアの研究 
■日本の農山村，地方都市向けのバイオマス利用システムを再構築 
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【体制】 
産学官連携 
■学会発表には、より多くの企業や学校が参加するよう推進する 
■バイオ燃料や燃料電池の技術開発における産・学・官の連携促進 
■学会間の連携と連携による政策提言の強化・活発化 
■持続的に木質資源の生産，利用を可能とする行政・産業・学会の連携 
 
産業 
■エネルギー産業を育てる 
・機器産業の進展 
・産業化へ向けた技術開発 
■技術が受け入れられる社会システムの構築 
・パイロットテストテストフィールドの拡充 
■農林業活性化のために、攻めとしてエネルギー、守りとして資源循環、この守りと
攻めを一体にして何かできないか 
■エネルギー、地球温暖化問題を克服し、しかも経済発展と両立させる 
■エネルギープロバイダー、エネルギー機器メーカーが一体となって、低価格でクリ
－ンなエネルギーを届ける戦略 
■夜間電力で充電して昼間走る電気自動車の開発と普及 
■補助的なエネルギー源を活用するべき 
■エネルギー技術をファイナンス工学でいろいろなところに展開させる 
  
国際協調 
■世界に日本の技術を PR する 
■アジアとの連携を強化 
■我国の優れた技術(原子力、省エネなど)を中国に輸出し、エネルギーの消費を抑制
する 
■海外における権益確保への努力と、国内でのエネルギー源の開発が必要 
■世界が納得する技術確立への日本のリーダーシップを願う 
 
戦略 
■政策 
・経済的インセンティブを与えるような政策誘導 
-エネルギーの取捨選択 
-国の省庁枠を超えた取り組みが可能となる仕組みやスキームの確立 
-食とバイオマスの石油代替燃料の正しい確実な両立・確保を国の策として熟考す
  92
る 
-日本文化を考慮したエネルギー戦略の構築  
-エネルギー政策をもっと根本からしっかり検討し、研究者の育成も考え直す 
-社会のシステムの現状を常にダイナミックに見直す 
-次世代への確固たるメッセージを国が掲げるべき 
-エネルギーというのは一体何だろうかということを考える 
■税・法制度 
・企業・家庭を問わず太陽光発電の義務化、省エネ対策になる投資への減税 
・環境税や化石エネルギー税の導入 
-石油税・ガソリン税などの目的税を財源とした研究費の確保が急務 
・コストが高くても利用しなければならない制度の確立 
・京都議定書の遵守 
・RPS 法などのクリーンエネルギーに対する法制度の整備 
・カーボンニュートラルの解釈の見直し 
 
研究環境 
■問題解決型の研究と基礎研究をうまく組み合わせる 
■エネルギーに関するデータベースを強化し、多方面で活用 
■全消費エネルギーの50%を国内で生産できるような我国のエネルギー自給策を目指
した研究・利用体制が必要 
■「選択と集中」ではなく、「多様な」分野に注意を払って冠しながら研究戦略を立
てる 
■従来の技術予測の範囲を超えた基本的技術の研究開発 
■新しい技術のシーズ発掘のため基礎技術の開発を担う大学に研究予算を付ける 
■有能な研究者に研究開発できる環境の提供 
■ロードマップによる達成予測時期や効果のポテンシャルの評価に基づき、問題解決
に徹したものと基礎研究に徹したものの二つを明確に分けて推進 
■社会のトータルシステムの観点からの検討 
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【人材育成】 
教育 
■初等教育、家庭 
・PR 
-若い世代も興味がわくようアピール 
-エネルギー、資源の有効活用は 21 世紀以降最も重要である認識を国民にアピール
-リスクコミュニケーション（原子力の安全性の国民への浸透と保証） 
-企業・大学の研究発信のための機関誌の発行（西欧ではこのような専門誌が民間
から多数発刊） 
-エネルギー消費による CO2の増加を植林等で相殺することを国民にアピール 
・初等教育からの専門家による最先端の紹介、育成講座のプログラムを企画 
・学校や家庭における子どもたちへの教育（小学生くらいの時から、電気や水、環境
について、きちんと教育することや日常生活でのエネルギーの無駄を少なくする工
夫） 
■大学 
・講義 
-熱力学を必修とする 
-電気工学科は面白いと感じさせる教育 
-資源開発分野の教育を強化 
-他国のエネルギーについての国家戦略が読める学者/研究者の確保 
-生態系のシミュレーションや衛星データを解析する人材育成 
-原子力関連材料研究の人材養成 
-問題になる負担を軽減できる技術を開発できる研究者、組織が必要 
-農林水産業の人材育成 
・体制 
-バイオや資源研究者の増強 
-流行の学科名の横行に歯止めをかけ、エネルギー、環境といった正攻法で行く研
究者が増える環境づくりがまず第一で、次に有能な学位を有する人材育成 
-エネルギー学科を設置し、ジェネラリストを育てる 
-今までと全く異なる電力ネットワークを構築できる人 
  -省エネ関連分野へ進む学生の奨学金、ポスドク枠の拡大 
-金属材料の専門家の人材バンク形成 
  -景気の動向にとらわれることなく貴重な人材を保有していく 
  -地理学者（地質学や農林工学を含め）や経済学者に目を向ける 
  -バイオ科学、生物工学における研究開発者の計画的な育成 
  -1 代限りのパーマネントの上級技術職(教授と対等の待遇)を大学院や研究機関内
に作る 
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  -大学でのエネルギー教育講座、企業でのエネルギー人材教育 
マネジメント能力 
■LCA 分野を教授できる人材の育成 
・太陽パネルの製造から清掃などのメンテナンスを含む 
■問題に対する提言を積極的に行い、実行に移す人材 
■評価・マネジメントができる人材の育成 
■国内外の政治への洞察力を養う 
■技術を社会に浸透させるところまで担当できる技術者、研究者、組織が必要 
■フランスの AREVA に相当する会社組織を参考にする 
   
制度 
■博士の学位を持つレベルの有能な研究者集団を育成し、優遇する環境が必要 
・給料を高くする 
・研究費や給料の問題 
■パーマネント研究技術職の確保に更なる投資が必要 
■国家レベルでこの分野の人材を増やすことが必須 
■全国的にエネルギーに関する行事に参加しやすいような環境づくり 
 
以上  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  95
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資 料 2 
 
Phase 2 アンケートによる定量調査 （2007年12月） 
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【アンケート回答者のエネルギー分野内人材分布】 
 回答者がエネルギー分野にどのように関わっているかを聞いた結果を図表 資1と資2に示
す。“エネルギー分野に関連する”の全回答者数202名、“エネルギー分野に関連する可能性
あり”の全回答者数は142名であった。 
 図表 資1の“エネルギー分野に関連する”、図表 資2の”エネルギー分野に関連する可能性
あり”も、社会への普及段階として見ると、総じて「a.科学技術単独」の領域に多いが、数
は少ないが産業から社会システムまで幅広く存在していることがわかる。また、利用段階と
してみると、エネルギーの「転換」と「利用」が他よりも多い結果となった。 
 全体として、今回の回答者は、「エネルギーの資源開発からリサイクル(a-D)」まで扱って
いる、研究や技術の開発者が多いことがわかる。単独に、次のa-Bの領域で、上流（A）と下
流（E）、および中間（C）では相対的に低い傾向である。しかしながら、アンケート回答率が
比較的高い（26%）事から、今回得られた結果は、エネルギー分野の一つの特徴を示唆してい
るものと思われる。 
 
図表 資 1 “エネルギー分野に関連する”の回答比率 
 
図表 資 2 “エネルギー分野に関連する可能性あり” の回答比率 
     
1人～10人
10人～20人
20人～30人
30人～40人
40人～50人
50人～
0人
         
リユース
リサイクル
エネルギー
利用
エネルギー
供給
エネルギー
転換
エネルギー
資源開発
科学・技術
単独
産業
レベル
社会
システム
行政・政策
社会へ の普及段階
エネルギーの利用段階
A B C D E
a
b
c
d
仕事領域
12% 15% 27%4% 10%
1% 1% 8%2% 1%
1% 0% 1%1% 5%
0% 12% 4%2% 5%
リユース
リサイクル
エネルギー
利用
エネルギー
供給
エネルギー
転換
エネルギー
資源開発
科学・技術
単独
産業
レベル
社会
システム
行政・政策
社会へ の普及段階
エネルギーの利用段階
A B C D E
a
b
c
d
仕事領域
7% 13% 14%9% 8%
1% 5% 8%4% 5%
1% 3% 3%2% 3%
1% 2% 5%3% 4%
（図表 12 再掲） 
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【個別アンケート結果】 
 以下に、それぞれの個別のアンケート結果を示す。 
 
■ 属性〈基礎情報〉 
 エネルギー分野では特に高年齢化が懸念されており、その実態を把握する必要がある。そ
こで回答者の属性について調査した。 
 
Q あなたの年齢は? 
  
 今回の回答者の年齢は、「50 代」、「60 代」、「40 代」が主であり、やはり高年齢化傾向が見
られる。 
 
Q あなたが所属する団体は? （リタイアされた方は主に所属されていた団体） 
 
 “エネルギー分野に関連する” では、企業の比率が高く、大学の比率が低い。 
 
Q あなたの勤務地は? 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
NGO、NPO
財団/社団法人、研究機関
大学
企業
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
70代以上
60代
50代
40代
30代
20代
関連する 関連する
可能性あり
関連しない ← エネルギー分野との関連性
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Q あなたのお仕事は?  
 
 
 “エネルギー分野に関連する” では、「開発」と「企画戦略、政策立案」の比率が高く、
「研究」の比率が低い。 
 
 
Q あなたのお仕事は、どのエネルギーが対象となりますか（今後適用の可能性も含めて）? 
【複数選択可】 
 
 全体的に分布が見られるが、関連するグループにガス、石油、石炭が若干多い傾向が見ら
れる。 
 
 
 
 
 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% その他
廃棄物系
再生可能エネルギー
石炭
石油
ガス
電力
関連する 関連する
可能性あり
0%
20%
40%
60%
80%
100% その他
企画・戦略、政策立案
広報（環境）・CSR
マーケティング
販売・アフターサービス
生産・製造
開発
研究
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100% 九州・沖縄
中国・四国
関西
東海
関東
北陸・信州
東北
北海道
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
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■ 属性〈仕事場の体制〉 
 座談会において、企業は博士取得者を必ずしも必要としていない意見が出された。このよ
うなことを把握するために、仕事場の現状について調査した。 
 
Q あなたの仕事場では、どんな学歴レベルの方がどれ位の人数比率で所属していますか？  
 
 
 
Q あなたのお仕事では、今後どんな学歴レベルの方が特に必要とされそうですか？  
（図表13再掲） 
 
 
 
 仕事場の学歴構成、今後必要な学歴、ともに、エネルギー分野との関連性が高いほど、「博
士」の割合が低く、「修士」の比率が高い。しかしながら、“あなたが所属する団体は?”に対
する回答から、エネルギー分野との関連性が高いほど、属性として大学関係者が少ないとい
0%
20%
40%
60%
80%
100%
特に学歴は問わない
高校卒
高専卒
学士
修士
博士
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
高校卒
高専卒
学士
修士
博士
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
  100
う傾向が分かっているので、回答結果から大学関係者分を差し引いて再集計した（下図）。そ
の結果、「博士」の割合はエネルギー分野に関わらず、30％前後であることが分かった。また、
“エネルギー分野に関連する”では、「修士」の比率が最も高い結果となった。 
 
   
 
 
Q あなたの所属する団体の研究者・技術者の数は以前と比べて増える傾向にありますか？  
 
 人員の増減傾向は、エネルギー分野との関連性に関わりなく、同様の比率であった。 
 
 
Q あなたの所属する団体の研究・開発予算は、以前と比べて増える傾向にありますか?  
 
 予算は、“エネルギー分野に関連する”で増加する傾向が強い。 
 
 
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100% 特に学歴は問わない
高校卒
高専卒
学士
修士
博士
0%
20%
40%
60%
80%
100%
減る傾向
変わらない
増える傾向
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
減る傾向
変わらない
増える傾向
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
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■ 仕事の支援1〈支援スタッフの活用〉 
ここでいう支援スタッフとは、事務補助的な作業ではなく、ある程度の特殊技能や専門ト
レーニングを必要とし、情報調査や分析、シミュレーション/設計、試作や実験/評価、など
の仕事を支援してもらう人材(および組織)のことを指す。 
 
Q あなたのお仕事では、“支援スタッフ”の活用によって仕事が効率的になりますか? 
 
 “支援スタッフ” は、エネルギー分野との関連性に関わりなく、効率的である。 
 
 
Q あなたのお仕事で “支援スタッフ”を活用している（したい）内容はどんな事ですか? 
【複数選択可】 
 
  
期待される内容で最も多いのは、「試作や実験/評価」であるが、“エネルギー分野に関連す
る”、“エネルギー分野に関連する可能性あり”では、「シミュレーションなどの計算/解析
および設計」の比率が高い。 
 
 
 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% その他
試作や実験/評価
シミュレーションなどの　
計算/解析および設計
調査・分析
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
仕事の性格上、あまり
変わらない
少し効率的
非常に効率的
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
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Q “支援スタッフ”をどの様に運用していますか（運用できそうですか)? 
 
運用方法において、 “エネルギー分野に関連する”、 “エネルギー分野に関連する可能
性あり”では、「所属団体（社内・大学）外への委託や連携」の比率が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% 必要ないので、運用していない
必要だが、未だ運用していない
所属団体（社内・大学）外への委託や連携
所属団体（社内・大学）内に“人的支援”の　
能力を有する専任者を置く（育成する）
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
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■ 仕事の支援2〈新たな知恵の導入〉 
 研究や開発を進めるに際し、新たな知恵をどのように導入しているのか把握するために設
問を作成した。 
 
Q あなたとあなたのお仕事にとっての“新たな知識”を導入することによって、 
仕事の付加価値が拡大しますか？ 
 
 
 “新たな知恵” は、エネルギー分野との関連性に関わりなく、付加価値が拡大する。 
 
 
Q あなたとあなたのお仕事にとっての“新たな知識”を導入する場合に求める事は、次のう
ちどれですか？ 【複数選択可】 
 
 
  
導入内容においては、“エネルギー分野に関連しない”では「異分野の研究シーズに関する
知識」の比率が高いが、“エネルギー分野に関連する”では「グローバルな社会背景に関す
る広範な知識」、「ビジネスモデルなどマネジメントに関する知識」の比率が相対的に高い。 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% その他
異分野の研究シーズに関する知識
地域や街づくりなど社会システムと 
の関わりに関する広範な知識
グローバルな社会的背景に関する 
広範な知識
ビジネスモデルなどマネジメントに 
関する知識
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100% 仕事の性格上、あまり
変わらない
少し拡大する
非常に拡大する
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
（図表 14 再掲） 
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Q  その“新たな知識”をどの様に導入していますか(導入できそうですか)? 
 
 導入方法において、 “エネルギー分野に関連する” では特に、「所属団体（社内・大学）
外への委託や連携」の比率が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% 必要ないので、導入していない
必要だが、未だ導入していない
所属団体（社内・大学）外への委託や連携
所属団体（社内・大学）内に“新たな知識”を
有する専任者を置く（育成する）
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
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■ 大学～産業間の連携〈大学から見た連携〉 
 ここでは、大学から見た産業界との連携についての現状を把握することを目的として設問
を作成した。 
 
Q 学生が卒論や卒研テーマに関連する企業に就職または進学した割合は、どれ位ですか? 
 
 “エネルギー分野に関連する”、“エネルギー分野に関連する可能性あり”では、就職先
の研究テーマとの関連度、および企業との研究実施比率が高い。 
 
Q 研究委託や共同研究などを企業から受けていますか? 
 
 産業界人材のニーズ把握においては、エネルギー分野との関連性に高いほど、具体的に把
握している。 
 
Q あなたの研究分野に関わる産業界が欲する人材ニーズをご存知ですか? 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
特に無い
相談は受けたことがある
受託している
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
７割以上
５割
２－３割
殆ど無い
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
（図表 17 再掲） 
  106
 
 ニーズ情報の取得手段、望まれる連携施策においては、エネルギー分野との関連性に関わ
りなく概略同様の比率であった。 
Q 産業界が欲する人材ニーズ情報をどこで得ましたか?  【複数選択可】 
 
 
 
Q  あなたの研究分野における人材の資質向上のためには、どの様な連携施策が特に有効で
すか？【複数選択可】  
 
 
 
 
 
 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% 連携は特に不要
行政や政策立案者との連携強化
市民やNGO/ NPOなど社会との連携強化
インターンシップや研究受託、共同研究など
企業との連携強化
海外を含む他大学との連携強化
大学内の連携強化
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
その他
OBを通じて
新聞や雑誌、その他一般情報から
大学の事務局から
学会やWEBなどの論文発表や記事から
推察
学会などでの立話しから
業務上個別に（業務委託や産学連携）
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
知らない
過去の経験から想像出来る程度
聞いたり見たりしたことはある
知っていて、具体的に把握している
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
（図表 19 再掲） 
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■ 大学～産業間の連携〈大学以外から見た連携〉 
 ここでは、連携先を大学としている人を対象として設問を作成した。大学が輩出している
人材が、社会でどのように見られているかを把握することを目的として実施した。 
 
Q  あなたは、卒論や卒研テーマで扱った内容と関連する仕事をしていますか? 
 
 就職後の研究テーマ関連度が殆ど無い比率は、総じて2～3割、大学との研究実施が8割、で
あることが分かった。 
 
 
Q 研究委託や共同研究などを大学と実施していますか? 
 
 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100% 特に無い
相談したかったが、方法（研究者名、
事務局など）が分からなかった
相談したが実施しなかった
実施している
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
殆ど関連していない
部分的に関連している（していた）
大部分は関連している（していた）
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
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Q あなたのお仕事に関連する学部や学科（大学）で、最近教えているカリキュラムをご存知
ですか? 
 
 
Q  最近教えているカリキュラム情報をどこで得ましたか?  【複数選択可】 
 
 カリキュラムの把握においては、エネルギー分野との関連性が高いほど、「知っていて具体
的に把握している」の割合が低く、「自らの経験から想像できる程度」の比率が高い。 
 
Q あなたのお仕事の分野における人材の資質向上のために、どの様な連携施策が特に有効で
すか？【複数選択可】  
 
 
 望まれる連携施策においては、エネルギー分野との関連性が高いほど、「海外を含む他企業
との連携」の比率が高い。大学、産業界ともに「インターンシップや研究委託、共同研究な
ど大学との連携強化」に最も期待している。 
0%
20%
40%
60%
80%
100% 特に不要
行政や政策立案者との連携強化
市民やNGO/ NPOなど社会との連携強化
インターンシップや研究委託、共同研究など
大学との連携強化
海外を含む他企業との連携
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100% その他
友人や恩師を通じて
新聞や雑誌、その他一般情報から
大学の産学連携事務局などから
学会やWEBなどの発表や記事から
学会などでの立話しから
業務上個別に（業務委託や産学連携）
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
0%
20%
40%
60%
80%
100%
知らない
自分の経験から想像出来る程度
聞いたり見たりしたことはある
知っていて、具体的に把握している
関連する 関連する
可能性あり
関連しない
（図表 18 再掲） 
（図表 20 再掲） 
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 これら大学と大学以外の調査結果を見ると、具体的な人材像把握に関して、大学～産業間
での乖離が顕著であった。大学での産業会ニーズ把握状況に比べ、企業でのカリキュラム把
握度が低い。 
 
 
 
 
 
 
 
■ エネルギー分野に求められる教科、施策 
 近年、大学受験者数を増やすことを目的として、物理を受験科目としていない大学が増加
している。よって当然、物理を学習していないにもかかわらず、工学部に進学するケースが
増えている。学生に人気がないという理由で、電気電子科や原子力学科が情報学科や環境シ
ステム科などの名として改組されている学科が少なくない。しかし、エネルギーに携わる人
材が、必修として学んでおくべき基礎科目がある。ここでは、どのような科目を必修とすべ
きか把握することを目的としてアンケートを作成した。 
 
Q エネルギー関連人材に必要な 思考力 を高めるために、高校までの基本教科のうちどれが
特に重要だと思いますか?【点数をつけて下さい：極めて重要：3、重要：2、普通：1】 
 
 思考力については、エネルギー分野との関連性に関わりなく、 「物理」のスコアが最も高
い。 
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スコア
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Q エネルギー関連人材に必要な 素養 として、大学での基本教科のうちどれが特に重要だと
思いますか？【3つお選び下さい】 
 
 
 
 素養については、総じて、 「熱力学」、「環境工学」の比率が高いが、“エネルギー分野に
関連する”では特に「熱力学」の比率が高い。 
 
Q エネルギー関連人材に必要な 適応力 を高めるために、特にどんな事を強化すべきだと思
いますか?【点数をつけて下さい：極めて重要：3、重要：2、普通：1】 
 適応力については、「英語（外国語）習得や海外実務経験 （グローバルコミュニケーショ
ン力）」と「産学官での人材交流（実務） （ニーズ、シーズ、政策間の展開力）」のスコアが
高い結果となった。 
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（図表 15 再掲） 
（図表 16 再掲）
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自由記述からの意見 
 アンケートの中で、全般的な懸念事項について自由記述による回答を得た。そこで得られ
た特徴的なキーワードを元にクラスター分析を行い、エネルギー分野との関連性が強い部分
を抽出した。その結果を図表 資3に示す。 
 
図表 資3 クラスター分析によるエネルギー分野との関連強度より求めた結果 
 以下に、各クラスターとエネルギー関連度との比較した結果を、キーワードとしてまとめ
る。 
 
（１）「エネルギーに関連する」に近いグループ (クラスター6、8) 
クラスター6 高度支援者・基礎研究者・電気・電子分野・原子力関係の育成、優秀人
材・予算確保、経験不足への懸念、20年後の懸念 
クラスター8 エネルギー産業全般、育成不足への器具、教育人材、プラント維持管理
安全性への懸念、材料工学、進学・就職希望者減少、不人気、問題解決
能力欠如、理科離れ、理解不足、コーディネート、現場経験の必要性 
0 1 2 3
エネルギ 分ー野に
関連する
エネルギ 分ー野に
関連する可能性あり
環境やエネルギー分野の
NGOやNPOとの協業
（社会、市民とのネットワーク力）
英語（外国語）習得や海外実務経験
（グローバルコミュニケーション力）
産学官での人材交流（実務）
（ニーズ、シーズ、政策間の展開力）
幼児からの地球環境に関する教育
（知識の広さ、洞察の深さ）
スコア
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（２）「関連する可能性がある」に近いグループ (クラスター2、9、10) 
クラスター2 ポスドク問題、団塊ジュニア、質的能力低下、諸外国との競争力・学校
教育・理数系能力低下、地道な努力不足、支援人材、匠・製造業・製造
技術、短期的成果を求める風潮、融合領域 
クラスター9 複数分野の融合・協力・、応用力・解決策、人材育成、指導人材・プロ
ジェクトリーダー・経営者・管理職、エネルギー政策、バランス、地球
環境、基礎学力・基礎力の必要性 
クラスター10 柔軟性・つぶしが利く人材、統合化・最適化、時代・社会情勢・社会全
体・環境影響、志望者減少、学科名変更、博士取得者 
（３）「エネルギーに関連しない」に近いグループ (クラスター3、4) 
クラスター3 基礎研究・研究環境分野でのポスト不足・研究環境、技術専門職員・研
究支援者の必要性、任期制の問題、マネジメント、システム思考・全体
理解・意欲の欠如 
クラスター4 医療・情報分野・ソフト産業での負担増、機会減少、研究指導人材不足、
定数削減・待遇面の問題 
 
（４）上記共通のグループ (クラスター1、5、7) 
クラスター1 ゆとり教育の弊害や生産現場での技術伝承、若手人材の確保、専門技術
者の不足 
クラスター5 3K、ものづくり人材の不足、広い視点や視野を持ったリーダーシップ、
教育、10年後の懸念 
クラスター7 科学技術立国、エネルギー問題、グローバル化、環境問題、少子高齢化、
若手・技術者・研究者不足、製造現場、理工系離れ 
 
 これらの結果を総合的に判断すると、エネルギーに関連するグループほど支援者を必要と
しており、学生に不人気な電気・電子や原子力関係への人材育成や将来への懸念が強く出て
いる。一方で、エネルギーに関連しないグループでは、むしろソフト面への危惧が強い傾向
が見られる。すべてに共通な意見としては、ものづくりの重要性や理工離れなどが懸念され
ていることがここでも明らかとなった。 
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